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神奈川、平９不12、平11.5.25 

 

命 令 書 

 

 申立人  神奈川県厚生農業協同組合連合会労働組合 

   執行委員長Ａ 

 

 被申立人 神奈川県厚生農業協同組合連合会 

   代表理事会長Ｂ 

 

主  文 

１ 被申立人は、申立人組合員に脱退を勧奨し、あるいは組合役員選挙や教宣

活動に干渉するなどして、申立人組合の運営に介入してはならない。 

２ 被申立人は、申立人組合員Ｃに係る平成９年４月１日付け配置転換がなか

ったものとして取り扱い、同人を原職に復帰させなければならない。 

３ 被申立人は、申立人専従者が出席することを理由に申立人相模原支部との

団体交渉を拒否してはならない。 

４ 被申立人は、本命令受領後、速やかに下記の文書を縦１メートル、横1.5

メートルの白色木板にかい書で明瞭に墨書し、被申立人の横浜本所、厚木本

所、相模原協同病院及び伊勢原協同病院それぞれの従業員出入り口付近の見

やすい場所に、毀損することなく10日間掲示しなければならない。 

記 

当会が、貴組合員に脱退を勧奨し、組合役員選挙や教宣活動に干渉し、あ

るいは貴組合員Ｃを平成９年４月１日付けで伊勢原協同病院薬局長から資材

部資材課長に配置転換するなどしたことは、労働組合法第７条第３号に該当

する不当労働行為であり、また、貴専従者が出席することを理由に貴相模原

支部との団体交渉を拒否したことは、労働組合法第７条第２号に該当する不

当労働行為であると神奈川県地方労働委員会において認定されました。 

今後、このような行為を繰り返さないようにいたします。 

平成 年 月 日 

神奈川県厚生農業協同組合連合会労働組合 

執行委員長 Ａ 殿 

神奈川県厚生農業協同組合連合 

代表理事会長 Ｂ 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 被申立人 

ア 被申立人神奈川県厚生農業協同組合連合会（以下「会」という。）は、
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昭和24年３月９日に設立認可を受けた医療、保健及びこれらに付帯す

る事業を営む農業協同組合であり、肩書地に主たる事務所(以下「横

浜本所」という。)を、厚木市に従たる事務所(以下「厚木本所」とい

う。)と健康管理センターを置き、また、相模原市に相模原協同病院(以

下「相模原病院」という。)、伊勢原市に伊勢原協同病院(以下「伊勢

原病院」という。)を開設しており、平成10年８月１日現在の従業員

数は、1,444名である。なお、横浜本所と厚木本所を併せて「本所」

と称している。 

イ 本件に関わる会の組織は、次のとおりである。 

(ｱ) 役員として会長、常務理事等が置かれ、また、業務を統括する職

として参事が置かれている。 

(ｲ) 相模原病院及び伊勢原病院には、それぞれ病院長及び副院長が置

かれ、その下に診療部、看護部及び事務部が置かれている。 

ａ 診療部には、各診療科、薬局、検査室、放射線室等が置かれ、

薬局には薬局長が、検査室以下には室長が置かれ、それぞれ、そ

の下に次長、主任及び薬局員又は室員が配置されている。 

ｂ 看護部には、総婦長及び副総婦長が置かれ、その下に手術室、

中央材料室等の各部門及び病棟各フロアにそれぞれ婦長(士長)が

置かれ、婦長(士長)の下に主任看護婦(士)及び看護婦(士)、看護

動手らが配置されている。 

ｃ 事務部には、事務長及び事務次長(相模原病院に限る。)が置か

れ、その下に総務課、健康管理課等が置かれ、それぞれ課長(室

長)が置かれ、その下に次長、主任及び課(室)員が配置されてい

る。 

  会では、病院勤務者のうち、薬局長、室長、婦長(士長)及び課

長を「所属長」としている。 

⑵ 申立人 

  申立人神奈川県厚生農業協同組合連合会労働組合(以下「組合」という)

は、その前身である相模原協同病院職員労働組合(昭和41年５月結成。以

下「相模原病院労組」という。)と伊勢原協同病院職員労働組合(昭和43

年６月頃結成。以下「伊勢原病院労組」という。)とが合併して、昭和54

年11月24日に設立された労働組合であり、組合員数は、平成９年３月当

時、約1,050名、平成10年８月１日現在、1,008名である。組合には、相

模原病院の勤務者で組織する相模原支部、伊勢原病院の勤務者で組織す

る伊勢原支部及び健康管理センター勤務者で組織する厚木支部がある。 

２ 本件発生までの労使事情 

⑴ 平成元年頃までの労使事情 

ア 組合は、その結成以来、平成元年頃まで、賃金改定等を巡って団体

交渉を行った実績はあるが、争議行為を行ったことはなかった。 

イ 相模原病院及び伊勢原病院の勤務者のうち、所属長(総務課長を除
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く。)以下の職員及び伊勢原病院の副総婦長は、従来から全員が組合

に加入していたが、労使間にユニオンショップ協定が締結されたこと

はなかった。一方、会は、相模原病院労組、伊勢原病院労組との間に

それぞれ締結された昭和47年２月23日付け「給与控除協定書」及び昭

和48年１月13日付け「労働組合費徴収依頼書」に基づき、医師、総婦

長、事務長、事務次長以外の職員について、組合費のチェック・オフ

を行っていた。 

  病院勤務者のうち病院長、事務長、総務課長、総婦長、医師、相模

原病院の副総婦長等については、非組合員とされ、また、本所勤務者

については、非組合員とする慣例があった。 

ウ 本件に関する事務長等の権限は、概略以下のとおりである。 

(ｱ) 事務長は、事務部を統括するとともに、病院全般の管理業務に参

画し、院長を補佐するもので、次長、主任及び一般職員の人事考課

に関しては、最終評価者である 

(ｲ) 総婦長は、院長を補佐するとともに看護部を統括するもので、看

護系職員の人事考課に関しては、最終評価者である。また、看護婦

の勤務割の決定を行う。 

(ｳ) 副総婦長は、総婦長を捕佐し、事故あるときは職務を代行する。 

(ｴ) 所属長は、所属職員を指揮監督し、所管業務を処理するもので、

次長、主任及び一般職員の人事考課に関しては、第一次評価者であ

る。婦長は、前記の権限に加えて、看護婦の勤務割の立案を行う。 

(ｵ) 次長は、所属長を補佐するとともに、その不在時には職務を代行

する。 

⑵ 看護委員会の設置 

  組合は、平成元年８月、本部、相模原支部及び伊勢原支部に専門部と

して看護委員会を設置した。この項から、組合は、看護委員会を中心に、

看護婦夜勤問題への取組を開始し、平成３年ｌ月７日に会と「夜勤協定

書」を締結した(平成５年４月１日から施行)。同協定の締結に前後して、

看護婦の外来当直の２人態勢化、夜間勤務手当の増額などが行われた。

看護委員会は、夜勤協定の遵守状況チェック(個人別の夜勤日数、間隔の

確認等)などの活動を行っている。 

⑶ Ｄ常務の要求 

  平成６年１月７日開催の団体交渉の際、Ｅ総務部長は、組合に対し、

常務理事のＤ(以下「Ｄ常務」という。)の「組合員の中には労組に所属

していては困る管理職が入っている。そこで主任以上を組合員から抜い

てほしい」との意向を伝えた。 

⑷ 組合費の値上げ等 

  組合は、平成６年３月25日開催の臨時大会において、組合費の値上げ、

夏季・冬季一時金からの組合費徴収などを決定した。また、専従者の採

用を可能とする規約改正を行った。 
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⑸ 婦長らの脱退の意向 

  平成６年の夏季一時金支給後、両病院の婦長らの間では、組合費が高

額である、勤務割に看護委員のチェックが入るなどの不満が示され、組

合を脱退したいという意見も出た。これらの状況については、総婦長を

通じて本所に報告された。 

⑹ 組合費チェック・オフ協定の締結 

  組合と会は、平成６年８月31日付けで、「労働組合費チェック・オフに

関する協定」を締結し、この協定に基づいて、会は、平成６年10月の給

与から組合費チェック・オフを行った。 

⑺ 会議資料「労組との打合せ結果について」の配布 

ア 組合と会は、平成６年12月以降、労働協約検討委員会を設けて、組

合員の資格や範囲に関する協約案について検討していたが、合意が得

られず、打ち切られた。その後、平成７年５月24日に団体交渉を行っ

たが、合意に至らなかった。 

イ 会は、上記アの団体交渉について、平成７年６月22日開催の伊勢原

病院の病院連営会議、同月23日開催の相模原病院の同会議において、

「労組との打合せ結果について」と題する資料を配布して説明した。

この資料中、「６．組合員の範囲について」の項には、「結果：組合へ

の加入脱退は会が関与することでないので、組合員の自由意志とする。

チェック・オフについては、組合員が会に組合を脱退した旨を言って

きた場合、会は組合に確認し組合より脱退の通知があった者だけをチ

ェック・オフしないこととする。」などと記載されていた。 

  なお、病院運営会議は、事業運営のための協議機関として、毎月１

回開催されており、その構成員は、病院長、事務長、総婦長ら幹部や

医師の代表者に加えて、所属長(薬局長、室長、婦長、課長）である。

同会議では、労使問題が取り上げられることもあり、平成８年頃から

は、ほぼ毎月のように、団体交渉の内容や経過などが報告されている。 

⑻ 婦長らの脱退表明 

  伊勢原病院副総婦長のＦ(病棟婦長を兼ねる。以下「Ｆ副総婦長」とい

う。)及び婦長(士長)10名は、平成７年７月10日付けで組合に脱退届を提

出した。その内容は、「私は７月31日付けをもって貴組合を脱会いたしま

す。」などというものであった。また、同病院管理課長は同年８月２日付

けで、同病院検査室長は同月４日付けで、それぞれ組合に脱退届を提出

した。 

  相模原病院のＧ婦長ら14名の婦長は、平成７年８月31日付けで組合に

連名の「脱会届」を提出した。その内容は、「私たち14名は、平成６年度

をもって神厚労を脱会いたしたく、届け出いたします。」というものであ

った。 

  なお、脱退については、組合規約に規定がなく、脱退の申し出があっ

たときは、その都度、大会決議により承認する取扱いとしていたが、こ
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れまでに承認されたのは、いずれも組合員が総務課長等管理者的な職に

異動したケースであった。 

⑼ 脱退届の留保と婦長らの発言 

ア 組合は、伊勢原支部では平成７年９月４日、相模原支部では同月18

日に説明会を開催し、脱退表明した婦長らを説得したところ、婦長ら

は脱退を留保することになった。 

イ 相模原支部での説明会で、婦長らは、脱退表明した理由について、

「加入、脱退は自由と病院運営会議の文書に出たでしょ。」などと述

べた。また、その中のＧ婦長は、平成７年７月13日に開催された相模

原支部の大会に意見を付した委任状を提出し、その意見中に「組合員

になるか否かは、本所の方からは本人の自由意志であると聞きおよん

でいます。」と記述していた。 

⑽ 組合専従者の採用 

  平成７年８月１日開催の団体交渉は、組合が同年７月21日、初の専従

者として採用したＨ(以下「Ｈ書記」という。)の出席を巡って対立し、

Ｄ常務が同書記の退席を求め、「よそ者に発言してもらっては困る。」と

述べるなどし、これに対し、組合が「専従者を抜けというのが条件なら、

交渉は行えない」としたため決裂した。以後、Ｈ書記は、翌平成８年３

月まで、本部団体交渉に出席はしたが、筆記をとるのみで、発言を認め

られなかった。 

⑾ 組合専従者採用に伴う経費負担 

ア 組合は、平成８年８月５日開催の定期大会で、専従者の配置と選任

方法等に関する規定の新設等の規約改正を行い、Ｈ書記は、同年10月

以降、役員となった。 

イ 平成４年８月以降、組合執行委員長となっていたＡ(以下「Ａ委員長」

という。)は、平成８年３月末をもって会を退職し、同年４月から２

人目の専従者となった。その結果、専従者の経費は、組合の1996年度

(平成８年８月から平成９年７月まで)予算では、収入約5,699万円(う

ち組合費は約4,720万円)に対し、約1,405万円となっていた(決算も同

額)。 

  なお、組合の1995年度(平成７年８月から翌年７月まで)予算では、

収入約5,014万円(うち組合費が約4,500万円)に対し、専従者の経費は

約900万円であった(決算ではパート事務費を併せて約572万円)。組合

の予算及び決算は、例年、大会議案書に掲載されている。 

⑿ 平成７年度36協定の締結交渉 

  平成７年度の36協定は、同年４月以降も締結されず、団体交渉が重ね

られたが、会幹部の発言を巡って紛糾したほか、組合からも各種の要求

が加えられたため、合意に至ったのは、同年12月20日であった。 

３ 平成９年組合大会前の労使事情 

⑴ Ｉ室長の脱退表明と総務部長の発言 
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ア 相模原病院のＩ放射線室長は、平成８年６月１日付けで、組合に脱

退届を提出するとともに、会に「神奈川県厚生連労働組合脱退に伴い

組合費の給与からの天引中止願い」と題する文書(以下「Ｉ中止依頼

書」という。)を提出した。その内容は、「平成８年６月１日をもって

神奈川県厚生連労働組合に脱退届を 程
（ママ）

出致しました。よって給与から

の労働組合費の天引を中止して頂きたくお願い申し上げます。」とい

うものであった。 

イ 平成８年６月４日開催の労働協約検討委員会で、Ｉ中止依頼書の取

扱いが取り上げられ、その際、総務部長のＪ(以下「Ｊ部長」という。)

は、「俺だったら、とっくに裁判に訴えてしまう。」と発言した。 

⑵ 婦長らの再度の脱退表明と関連発言 

ア 相模原病院のＫ帰長ら11名は、再度、平成８年６月10日付けで組合

に脱退届を提出した。その内容は、「再度通告します」として、「１．

平成８年６月10日をもって組合を脱退する。２．脱退にともなって組

合費は納めない」というものであった。また、同日付けで会にチェッ

ク・オフ中止依頼書を提出した。 

イ 平成８年６月13日、伊勢原病院事務長のＬ(以下「Ｌ事務長」という。)

は、婦長の一人に対し、相模原病院で再び脱退表明があったことを告

げた上、「個人が脱退したと言ってきたなら、チェック・オフしない

つもりだ。組合を抜けるのは自由だから」と述べた。 

ウ 平成８年６月15日、相模原支部・Ｍ書記長は、脱退表明したＮ婦長

から「私、また、出したのよ。組合から何も返事が来ないから。」と

話しかけられ、これに対し大会を待たなくては脱退できないはずだと

言ったところ、同婦長は、「大会なんて待たなくても脱退できると聞

いたから。」と述べた。 

エ 平成８年８月６日、相模原支部長のＯ(以下「Ｏ支部長」という。)

らが脱退表明したＰ婦長と面談した際、同婦長は、「総婦長さんのほ

うから『脱退したら、会は組合費の天引はしない』と言われたから、

ああ、脱退届を出せばそれでイコール脱退になる、と単純に思っただ

け。」と述べた。 

⑶ Ｑ職員の脱退表明 

  相模原病院総務課員のＱ(以下「Ｑ職員」という。)は、平成８年６月

24日付けで、組合に脱退届を、会にチェック・オフ中止依頼書を提出し

た。この依頼書は、Ｉ中止依頼書とほぼ同じ文面であった。 

⑷ チェック・オフ中止依頼に関する組合と会のやり取り 

ア 組合は、会に対して「チェック・オフ手続きに関する申し入れ」と

題する平成８年６月11日付け文書で、チェック・オフに関しては、従

来の労使慣行を踏まえて対応するよう求めた。 

イ 会は、組合に対して「組合費のチェック・オフ(給与天引き)につい

て」と題する平成８年６月13日付け文書で、Ｉ室長、Ｋ婦長ら12名の
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氏名を示して、「本人よりこのような要望書が提出された以上組合費

の天引きを中止せざるを得ないと考えます」と述べた上、組合の対応

について回答を求めた。これに対して組合は、平成８年６月19日付け

文書で、組合の見解は同月11日付け文書で伝えたとおりであると述べ

るとともに、会が行おうとしていることは組合への内部干渉であると

抗議した。 

ウ 組合は、会に対して「抗議文」と題する平成８年６月15日付文書で、 

「会は折りに触れ、意識的に『組合脱退の自由がある』という見解を

述べ、結果として事実上脱退を教唆しています。今回の問題も同様の

ものです。」と抗議した。また、同月19日、当委員会に対して、ユニ

オンショップ協定の締結及び組合員範囲の確定を求めて、あっせんを

申請した。 

エ 会は、組合に対して「『チェック・オフ手続きに関する申し入れ』に

対する見解について」と題する平成８年６月24日付け文書で、チェッ

ク・オフ中止依頼書の提出者については、「チェック・オフを中止し

ないと労働基準法第24条に会が抵触しかねないので、早急に処理をい

たしたい」と述べるとともに、「組合費のチェック・オフ(給与天引)

の取扱いについて」と題する平成８年７月２日付け文書で、チェック・

オフ中止依頼書提出者の取扱いについて回答を求めた。この文書には、

「チェック・オフ協定が締結されている場合でも、組合員が使用者に

対しチェック・オフの中止を申し入れたときは、使用者は当該組合員

に対するチェック・オフを中止すべきである。」との平成５年３月25

日最高裁判所判決が引用されていた。 

オ 組合は、会に対して「神厚連総発第49号文書への回答」と題する平

成８年７月９日付け文書で、慣行に基つくチェック・オフの継続等を

求めた。 

⑸ 相模原病院における管理職の動き、事務系職員の脱退表明等 

  相模原病院においては、平成８年７月下旬から同年８月下旬にかけて

次のような状況があった。 

ア Ｒ主任に対するＳ課長等の働きかけと組合の対応 

(ｱ) 平成８年７月下旬、健康管理課長のＳ(以下「Ｓ課長」という。)

は、勤務時間中に同課主任のＲ(以下「Ｒ主任」という。)を自席に

呼び、「Ｒさん、組合を抜けませんか。」と声を掛けた。Ｒ主任が、

「どうやって抜けるんですか。」と尋ねたところ、Ｓ課長はＱ職員

に対して「例のものを持ってくるように。」と指示し、これを受け

て同総務課員が、「私、コピーとってあるんですよ。」と言って差し

出した同総務課員の脱退届の写しを示しながら、「こうやって書く

んだよ。」と説明した。これに対し、Ｒ主任は、何も答えずに自席

に戻った。 

(ｲ) Ｒ主任はＳ課長らの言動について、夫で伊勢原病院薬局長のＣ（以
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下「Ｃ」という。)に説明した。これを受けて、Ｃは、平成８年８

月７日、相模原病院の事務部門で脱退勧奨の動きがあると組合に報

告した。 

(ｳ) 平成８年８月９日、Ａ委員長は、Ｓ課長と面談し、脱退工作等に

関して確認を求めた。これに対して、Ｓ課長は、「組合の言ってい

ることもわかるけれども、僕は会側の人間なので、労働組合側の立

場には立てないよ。」などと述べた。 

(ｴ) 1996年８月17日付け組合機関紙「紙厚労ニュース」には、「某氏

が『組合脱退教唆をして回っている』との複数の確かな証言を得る

ことができ」、「某氏は『たしかに複数の人に脱退を勧めた』という

事実をはっきり認めました。」などの記事が掲載された。この「某

氏」とは、Ｓ課長を匿名化したものであった。 

(ｵ) 平成８年８月21日、事務長のＴ(以下「Ｔ事務長」という。)は、

勤務時間中に、Ｓ課長を通じて、Ｒ主任を別室に呼び出し、面談し

た。席上、同事務長は、Ｃについて、「最近、組合活動をだいぶ熱

心にやっているようだ。」、「これ以上、より一層、活動に力を注ぎ

頑張るということは、事務長としての職責上、自分も体を張って対

抗する。牙を剥き出しにしても闘う。それはＲさんの旦那であって

も闘うから承知しておいてくれ。」、Ｒ主任について、「病院内で見

たり聞いたりしたことが、組合に情報として流れる。筒抜けになっ

ている。」などと発言した。 

イ 新任看護婦に対する総婦長らの発言 

  平成８年８月１日付けで採用されたＵ看護婦は、同月初め頃、Ｖ副

総婦長から、「組合から、組合の説明か何かあった。」と尋ねられ、こ

れに対し「まだ、ありません」と答えた。また、同月19日にＷ総婦長

から電話で、同じ件について「どうなったの。」と尋ねられ、これに

対して加入した旨を答えると、同総婦長は、「なんで、そんなに簡単

に返事しちゃったの。あなた、もっとよく考えればよかったのに。」

と述べた。 

ウ Ｓ課長らの脱退表明 

  Ｓ課長は平成８年８月21日付け、医事課主任のＸ(以下「Ｘ主任」と

いう。)は同月22日付け、医事課員のＹ(以下「Ｙ職員」という。)は

同月23日付け、健康管理課次長のＺ(以下「Ｚ次長」という。)は同月

29日付けで、それそれ会にチェック・オフ中止依頼書を提出した。こ

れら４通のチェック・オフ中止依頼書は、Ｉ中止依頼書とは、ほぼ同

じ文面であり、そのうちＹ職員の依頼書には、Ｉ中止依頼書と同様、

「程出」という文言があった。 

  なお、Ｙ職員は、Ｓ課長が厚木市内で開いている少林寺拳法道場の

門下生であり、病院内においても、ほぼ毎朝、始業時前後にＳ課長の

席まで挨拶に来ていた。 
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⑹ チェック・オフ中止及び継続の通告 

ア 会は、組合に対して「組合費のチェック・オフ(給与天引)の中止に

ついて」と題する平成８年８月28日付け文書で、チェック・オフ中止

依頼者のうち、Ｉ室長(病気のため欠勤中)を除く12名について、意志

に変わりはないことが確認されたとして、翌９月の給与から、チェッ

ク・オフを中止すると通告した。また、前記⑸のウの４名についても、

「組合費のチェック・オフ(給与天引)の中止について」と題する同月

30日付け文書で、９月からのチェック・オフ中止を通告した。 

イ 会は、組合に対して「組合費のチェック・オフについて」と題する

平成８年９月12日付け文書で、当委員会のあっせんの決着がつくまで

チェック・オフを継続すると通知した。 

ウ 組合と会は、平成８年10月から11月にかけ、ユニオンショップ協定

の締結及び組合員範囲の確定について、団体交渉を行ったが、合意に

至らなかった。また、当委員会のあっせんが、平成９年３月27日、不

調となったことを受け、組合は、同年４月25日、当委員会に不当労働

行為救済の申立てをした。会は、チェック・オフについては、あっせ

んの決着がつくまでとしていたが、上記申立て後も、引き続き行って

いる。 

⑺ Ｑ職員らの組合費返還要求文書と訴訟の提起 

ア Ｑ職員と相模原病院の11名の婦長ら(主任２名を含む。)は、会に対

して平成９年３月17日付けでチェック・オフ中止依頼書を提出した。

このうち、当委員会に提出された９通は、いずれも平成８年６月以降

にチェック・オフされた組合費の返還を求める文言があり、「中止下

さる」と「中止して下さる」、「中止される」等の相違はあるが、ほぼ

同一の文面である。また、Ｑ職員は、組合に対して「組合費徴収中止

について」と題する文書を提出して、平成８年６月以降にチェック・

オフされた組合費の返還を求めた。 

  なお、組合は、平成10年７月頃、相模原病院図書室内に置かれてい

た「事務長専用」とラベルに記されたフロッピーディスクの中に、「労

働組合の脱退について」と題する平成９年３月19日付け文書が収めら

れているのを発見した。その文書には、「脱退願を提出した時点にさ

かのぼりチェック・オフされた金額の返還を求めると同時に組合から

の脱退を切望するものであります。」などの記述があった。このフロ

ッピーディスクには他に同病院に関連する訴訟、患者とのトラブル等

に関する文書が収められていた。 

イ 平成９年７月11日、Ｑ職員、Ｘ主任及びＺ次長の３名は、組合を被

告として、横浜地方裁判所相模原支部に組合費の返還等を求める民事

訴訟を提起した。請求の原因は、原告らは、平成８年６月から８月に

かけて脱退届を提出するとともに、チェック・オフ中止を依頼したこ

とにより、組合費支払義務は存在せず、組合も受領の権限を有しない
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というものである。請求額は、Ｑ職員が43,580円、Ｘ主任が58,560円、

Ｚ次長が53,650円である。 

⑻ 平成９年組合大会 

ア 組合は、平成９年８月２日開催の定期大会において、組合員資格に

関して、「婦長(士長）は自由意思に委ねる層とする。」との規約改正

を行い、併せて、同年４月以降、改めて脱退届を提出していた婦長(士

長)らについて、承認の決議をし、また、Ｑ職員及ひＹ職員を除名処

分、Ｚ次長及びＸ主任を除籍処分に付した。この脱退の承認により、

相模原病院では12名中11名の婦長、伊勢原病院では11名中６名の婦長

(士長)が組合を脱退するに至った。 

イ 上記大会の議案書には、1997年度予算案として、収入が約6,245万円

(うち組合費は約5,489万円)、支出のうち専従者経費が約1,476万円計

上されていた。 

４ 平成９年組合大会後の労使事情 

⑴ 会による組合費相当額のプール 

  会は、組合に対して「組合費のチェック・オフについて」と題する平

成９年９月９日付け文書で、「職員から貴組合への訴訟提起を契機に」、

チェック・オフ中止依頼書を提出している職員で組合から中止要請のな

い者については、「平成９年９月分給与よりチェック・オフに相当する金

額を本会でプールさせて頂き、裁判所の一審判決の内容等を勘案し、そ

の処理の結論を出してまいりたい」、また、同年８月25日付けでチェック・

オフ中止を依頼してきた者についても、同じ取扱いとし、今後について

も同様とする旨、通知した。 

  なお、当時、Ｉ室長は既に死亡し、婦長(士長)は脱退を承認され、Ｑ

職員ら４名は除名・除籍となり、また、Ｓ課長は、平成９年４月、本所

へ異動していたため、上記通知の時点で、会にチェック・オフ中止依頼

書を提出し、かつ、組合費をチェック・オフされている者は、平成８年

９月９日、平成９年８月25日及び同年９月６日付けでチェック・オフ中

止依頼書を提出した３名の事務系職員であった。 

⑵ 事務系職員の脱退表明とａ課長の働きかけ 

ア 平成９年８月以後、同年末までに、脱退表明した事務系職員(現業職

員を含む。)は、相模原病院では９名、伊勢原病院では７名、健康管

理センターでは２名の計18名となった。これら脱退表明者は、１名を

除いて、いずれも会にチェック・オフ中止依賴書を提出している。 

  このうち、相模原病院総務課及び医事課の事務系職員計４名が1997

年８月20日付け、同年９月12日付け、同月29日付け及び同年11月７日

付けで組合に提出した脱退届は、Ｑ職員の脱退届とは、語順に入れ替

えのある点、挿入句のある点に相違はあるが、ほぼ同じ文面である。 

イ 相模原病院総務課長のａ(以下「ａ課長」という。)は、平成９年９

月から10月にかけて、同病院総務課及び管理課の複数の女子職員に対
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し食事の際や茶の支度をしているときなどに、「Ｔ事務長が困ってい

るの。助けてくれないかしら。」と話しかけ、脱退を約束したと言っ

て他の女子職員の名前を挙げて、「あなたはいつ脱退してくれるの。」、

「脱退のしかたはＱさんとＹ君に聞けばわかるから。」などと述べた。 

⑶ 相模原病院検査室職員の脱退表明 

ア 検査室次長のｂ(以下「ｂ次長」という。)は、組合に平成９年10月

６日付けで「脱会届け」を提出した。 

イ 検査室員14名は、組合に平成９年10月31日付けで連名の「脱会届け」

を提出した。これら14名は、検査室では、「生理系」(心電図、脳波検

査等、患者に接触して行う検査)の業務にあたっている者で、ｂ次長

が生理系を担当する次長であった。当時、同室の生理系には、ｂ次長

を含め17名が勤務していた。 

ウ 検査室のｃ室長は、組合に平成９年11月４日付けで「脱会届」を提

出した。 

エ 上記アないしウの「脱会届け」又は「脱会届」は、いずれも内容照

明郵便によるものである。また、脱退表明者は、いずれも会にチェッ

ク・オフ中止依頼書を提出した。 

⑷ 伊勢原病院検査室職員等の脱退表明、 

ア 検査室次長のｄ(以下「ｄ次長」という。)、検査室員10名及び看護

部のｅ主任看護婦の12名は、組合に内容証明郵便により、平成９年11

月17日付けで連名の「脱退届」を提出した。室員10名は、うち９名が

生理系に属しており、ｄ次長は生理系を担当する次長であった。また、

全員が会にチェック・オフ中止依頼書を提出した。 

  なお、このときの脱退表明者には、下記イの「脱退届」に署名・押

印のあった者のうち、ｆ室員は含まれているが、２名の室員は含まれ

ていない。 

イ 平成９年12月８日、組合が、ｄ次長は脱退勧誘をしているとして審

査の実行確保の措置勧告を申し立てたことに関して、ｄ次長が平成９

年12月12日付けで、会に提出した書面には、別紙１ないし３として、

内容証明郵便の用紙を用いた「脱退届」と題する書面の写しが添えら

れていた。 

  このうち、別紙１には、「左記 名」(１字分空白)と記載した次に、

同室の女子室員２名と同病院のｅ主任看護婦の署名・押印が１行毎に

あり、２行を置いて、「平成九年十月二十 日」(１字分空白)と記載

されていた。別紙２には、ｄ次長と同室の男子室員４名の署名・押印

があり、「平成九年十月二十七日」と記載されていた。男子室員４名

のうち、ｆ室員は、同月１日付けで本採用となった者であった。別紙

３は、上記アの脱退届の写しであった。 

  上記書面の中で、ｄ次長は、別紙１及び２と同３を対比して、「脱退

者全て自分の意思で行ったものであり私の指示ではありません。」、「私
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はサインをする一人一人に自分の意思でサインするんですねと確認を

しました。」、「１度サインをした者のうち２名が取消しをしましたが、

私はそれに関して本人たちが決めた事ですから何も申しておりません。」

などと述べた。 

⑸ 審査の実効確保の措置勧告の申立てに伴う部内指導 

ア 組合は、平成９年11月10日及び同年12月８日、会はａ課長ら管理職

をして組合員に脱退勧誘をさせてはならないとの勧告を求めて、当委

員会に審査の実効確保の措置を申し立てた。会は、平成９年12月末の

病院運営会議において、この申立てについて報告するとともに、脱退

工作等と誤解を招くような言動のないよう留意を求めた。 

イ 上記アの申立てに対して、審査委員は、平成10年１月20日、「被申立

人においては、少なくとも本件審査の終了まで、職場において管理職

員らが脱退勧誘と疑われるような行為をとらないよう、厳正に指導さ

れることを要望いたします。」との口頭要望をした。会は、平成10年

１月21日付けの部内宛文書で、審査委員の要望があったので重ねて留

意するよう求めるとともに、同月末の病院運営会議においても説明し

た。 

⑹ 伊勢原病院放射線室職員の脱退表明 

ア 放射線室のｇ室長、次長２名及び室員３名は、平成10年５月25日付

けで組合に「脱退届」を提出した。これら６通の「脱退届」は同じレ

イアウトであり、そのうち１通には、本文中に「貴労組の活動等が理

解しがたく」とワープロ打ちされており、他の５通には、同じ箇所に

脱退表明理由が手書きされていた。 

イ 放射線室員１名は、平成10年６月27日付けで「脱退届」を提出した。

この「脱退届」は、前記アの６通とレイアウトは異なるが、脱退表明

理由の部分を除いて同じ文面であった。 

ウ これらの脱退表明者は、前記イの１名を除いて、会にチェック・オ

フ中止依頼書を提出した。 

５ 脱退表明者のまとめ 

⑴ 平成９年組合大会前の脱退表明者 

  平成７年７月から平成９年８月２日の組合大会までに、脱退届又はチ

ェック・オフ中止依頼書を提出することにより脱退表明した組合員は、

看護系職員28名(うち婦長・士長以上26名、主任看護婦２名。主任看護婦

２名は脱退表明直後に婦長に昇格。）、現業職員を含む事務系職員７名(う

ち課長２名、次長１名)及び技術系職員２名(いずれも室長)の合わせて37

名である。このうち、平成８年６月以降に脱退表明した22名については、

１名を除いて、会にチェック・オフ中止依頼書を提出しており、また、

２名が伊勢原病院勤務者、20名が相模原病院の勤務者である。 

⑵ 平成９年組合大会後の脱退表明者 

  平成９年８月２日の組合定期大会から平成10年８月までに、脱退届又
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はチェック・オフ中止依頼書を提出することにより脱退表明した組合員

は、看護系職員14名(うち婦長３名)、現業職員を含む事務系職員25名(う

ち課長４名、次長４名)及び技術系職員34名(うち室長２名、次長４名)

の合わせて73名である。これらの脱退表明者は、５名を除いて、いずれ

も脱退届とチェック・オフ中止依頼書の双方を提出している。 

⑶ まとめ 

  以上により、平成７年７月、最初に伊勢原病院の婦長らから脱退届が

提出されて以来の脱退表明者は、看護系職員42名(うち婦長・士長31名)、

事務系職員(現業職員を含む)32名及び技術系職員36名の合わせて110名

となった。 

  なお、組合は、上記の脱退表明者のうち、婦長(士長)らについては、

脱退を承認し(上記の大会以前に退職又は副総婦長に昇格した者を除く。)、

Ｑ職員ら４名については除名又は除籍としたが、それ以外の者について

は、本件結審時においても、組合員として取り扱っている。 

６ Ｃの資材課長配転 

⑴ 経歴 

  Ｃは、昭和50年８月に、会に採用された薬剤師であり、昭和58年以降、

伊勢原病院に勤務し、薬局次長、薬局長心得を経て、平成３年４月１日、

薬局長となった。平成８年当時、同薬局には、薬剤師、助手ら24名が勤

務していた。 

⑵ 平成８年組合大会以前の事象 

  Ｃは、昭和51年７月から１年間、相模原病院労組の執行委員長を務め、

現組合結成後は、昭和58年７月から１年間、伊勢原支部執行委員を務め

た。その後は、平成８年11月、中高年対策専門委員に就任するまで、組

合役員となったことはなく、団体交渉に出席することもなかった。一方、

平成７年７月に伊勢原病院の婦長らから脱退表明があったときは説得に

あたった。なお、伊勢原支部の組合員は、平成10年８月１日現在、約470

名である。 

  また、平成８年以降は、検査・給食の外注化に関して、会に反対意見

を述べたことがあった。 

⑶ 組合大会議長への就任 

  Ｃは、平成８年８月10日、組合の定期大会において議長を務め、挨拶

の中で「相模原病院の方で婦長さんたちが先頭に立って脱退を促してい

るということを知って、これは大変だと思い、議長を引き受けようと決

心しました。」と述べ、また、相模原病院長にはセクハラの問題がある旨

発言した。上記挨拶の要旨は、1996年８月17日付け「神厚労ニュース」

に掲載された。 

⑷ Ｌ事務長との面談 

ア Ｃは、平成８年８月14日、Ｌ事務長から呼出しを受け、事務長室で

面談した。Ｌ事務長は、セクハラ問題発言について、「外部の人間の
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いるところではまずいのでは。」と述べ、また、組合が給食の外注化

に反対していることを挙げて、「組合なんか、そのうちどうなるかわ

からないよ。」などと述べた。 

  なお、Ｌ事務長とＣとは、昭和50年代に共に相模原病院に勤務して

いた頃から付合いがあり、車に同乗して雑談しながら通勤したことも

あった。 

イ 組合は、会に対して「申し入れ書」と題する平成８年９月24日付け

文書で、Ｌ事務長の発言について、「支配・介入と思われる重大な言

動」であるとして、会が承知してのことなのかどうかについて回答を

求めた。 

⑸ 本部専門委員への就任 

ア Ｃは、平成８年11月21日の本部執行委員会において、専門委員(中高

年対策担当)に選任された。専門委員は、組合規約上の役員の一つで

あり、当時の規約では、執行委員会が任命するものとされていた。 

  また、Ｃは、平成８年11月28日、伊勢原支部執行委員会において、

同支部の特別執行委員・相談役に選任された。この職は、支部執行部

を補佐するため特に設けられた職であった。 

イ 組合は、役員を改選したときは、会に文書で通告しているが、Ｃの

専門委員就任については、文書通告しなかった。Ｃは、専門委員就任

後、団体交渉や労使協議に出席したことはなかった。 

ウ 1996年12月16日付け「神厚労ニュース」に、「伊勢原のＣ薬局長を中

高年対策専門委員に任命」との見出しで、同人の中高年対策専門委員

及び支部特別執行委員・相談役就任を伝える記事が掲載された。その

配布直後、伊勢原病院のｈ院長は、病院内でＣに出会った際、「今度

は、組合の中高年対策委員なんだってな」と声を掛けた。 

エ 神厚労ニュースは、全組合員に配布され、両病院の掲示板に貼り出

されるほか、伊勢原支部では、院長、事務長、役員室等にも配布して

いる。一方、会は、病院で神厚労ニュースを入手した際には、本所へ

コピーを送付する取扱いとしている。 

  平成７年８月16日開催の団体交渉の際、「神厚労ニュース」が話題と

なり、Ｄ常務は、「私に見ろって置いてあるんでしょ、あそこに。だ

から、よく見てますよ。」と述べた。 

⑹ 半日直勤務への対応 

ア 会の規程では、土曜日午後の救急患者に対応するための時間外勤務

(半日直勤務)には、定額の日直勤務手当の半額を支給することとされ

ていたが、伊勢原病院の薬局等では、日直勤務の域を超えているとし

て、従来から、実労働時間に応じた時間外勤務手当が支給されており、

Ｃが薬局長となってからも、同人の判断により、この取扱いが継続し

ていた。会は、内部監査でこのことを知り、平成７年９月頃から10月

頃にかけて、規程のとおりにするよう指示したが、組合の反対により、
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引き続き同じ扱いがなされていた。 

イ 平成９年１月11日開催の団体交渉で、半日直勤務の問題が取り上げ

られた際、Ｊ部長は「薬局なんかは具体的な話をすると、５時まで全

部時間外付けちゃってますよ。果たしてこれは、どうなのか。」と、

また、Ｔ事務長は「実態としてやってた所属長は責任問題だね。」な

どと発言した。 

⑺ ｉ参事への申し出 

  平成９年３月６日、Ｃは、伊勢原病院内で参事のｉ(以下「ｉ参事」と

いう。)相模原病院薬局長のｊ(以下「ｊ薬局長」という。)らと業務上の

打合せをした際、資材部長のｋ(以下「ｋ部長」という。)の退職が話題

となり、Ｃは、組合役員をしているので異動はさせないでほしい旨述べ

たが、ｉ参事は返答しなかった。 

⑻ 配転の内示と組合への事前通知 

ア 会は、平成９年２月末、ｋ部長(資材課長を兼務)から同年３月末を

もって退職したいとの意向が示されたのを受け、後任の資材課長にＣ

を内定した。 

  なお、薬局長と資材課長は同格職であり、また、当時、会に在籍す

る薬局長は、Ｃ(50歳、勤続21年８月)、ｊ薬局長(43歳、勤続21年)の

２名で、現職への主任期間はともに６年であった。 

イ 平成９年３月中旬、Ｊ部長は、Ａ委員長に対して電話で、異動対象

者は、平成８年度の組合役員名薄に掲載されている者のうちでは、財

政部長を務める１名のみで、他にはない旨を通知した。会は、平成６

年４月の伊勢原支部長の配転を契機に、執行委員の配転に当たっては、

本人への内示前に組合に口頭で通知する取扱いとしていた。 

  組合は、平成８年４月の異動で厚木支部長(本部執行委員を兼ねる。）

が本所へ配転となる旨を会より通知された際、慣行により同人が非組

合員となることには同意したが、同年３月30日付け文書で、「今後は

組合役員の人事に関しては事前協議約款の締結を含めて、このような

ことがありませんように」と申し入れていた。 

ウ 平成９年３月21日、会は、Ｃに対して資材部資材課長への同年４月

１日付け配転(以下「本件配転」という。)を内示した。 

⑼ 資材部の構成 

ア 資材部は、昭和58年４月、横浜本所内に薬剤部として発足し、初代

部長にはＩ(薬剤師。以下「Ｉ部長」という。)が相模原病院薬局長か

ら昇格した。薬剤部は、薬局長から降格された薬剤師が配属され２人

態勢となっていた昭和61年２月から昭和63年３月までの期間を除いて、

職員は部長１人であり、２人態勢の間、Ｉ部長は相模原病院薬局長を

兼務し、１人態勢に戻った後も平成２年３月の退職まで兼務が続いた。

平成２年４月、ｋ部長(薬剤師)が伊勢原病院薬局長から昇格し、薬剤

部長となった後も、１人態勢であった。 
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イ 平成６年４月、薬剤部は資材部と改称されるとともに、資材課が置

かれ、薬品のほかに医療材料も扱うようになり、部長は引き続きｋ部

長で、資材課長がｍ(事務職員)の２人態勢となった。平成７年４月、

ｍ課長の転出に伴い、ｋ部長が資材課長を兼務し、また、ｎ(事務職

員)が資材課次長(課長の次位職)となった。 

  なお、本件配転当時、資材部は、２人態勢であり、平成９年４月以

降、厚木本所内に移転することが予定されていた。 

⑽ 資材部の業務 

ア 資材部の主な業務は、薬品類及び医療材料の購入価格の交渉である。

会では、年間40億円以上の薬品類を購入しているが、この場合、保険

請求することのできる厚生省所定価額と実際の購入価格との差額が、

いわゆる薬価差益として会の利益となる。ただし、本件配転当時、厚

生省が薬価を定めるという制度は、平成12年を目途に改正が検討され

ていた。 

イ 会は、薬品類のうち相当数の品目の価格交渉(薬価交渉）については、 

関連団体である日本文化厚生農業協同組合連合会（以下「文化連」と

いう。）に委託しており、資材部において薬価交渉が行われるのは、

それ以外の薬品類についてである。委託品目は年々拡大されており、

平成３年度頃は７割程度だったものが、平成８年度には約８割、平成

９年度には約９割となっており、本件配転当時、更に拡大が予定され

ていた。また、会は、平成11年度には院外処方箋の導入を予定してお

り、この場合、会が購入する薬品類は大幅に減少することが見込まれ

る状況にあった。 

⑾ 本件配転に関する団体交渉 

  組合は、「伊勢原支部および県連役員・Ｃ氏の配転に関する申し入れ」

と題する平成９年３月22日付け文書で、本件配転の撤回を申し入れ、ま

た、前年の厚木支部長が非組合員化された例を挙げて、労使間の信義を

損なうことのないよう申し入れた。これに対して会は、「『配転に関する

申し入れ』に対する回答について」と題する同月25日付け文書で、本件

配転は業務上の必要に基づくものであり、また、Ｃ本人及び組合が望む

ならば、本所においても組合員とすることに異議はない旨を回答した。 

  Ｃは、会に対して「人事異動内示に関する申し入れ」と題する平成９

年３月26日付け文書で、本件配転の撤回を求め、また、同月29日開催の

団体交渉において、辞令には従うが撤回を求めて争うと述べた。 

⑿ 本件配転の発令 

  平成９年４月１日、本件配転を含む人事異動が発令され、資材部は、

ｉ参事が部長(兼務)、その下にＣ資材課長とｎ次長の態勢となった。ま

た、ｊ薬局長が伊勢原病院業局長となった。 

  なお、本件配転当時、両病院とも、薬剤師について法定の人員を欠い

ているとの指摘を保健所から受けており、会はパート職員でその不足を
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補っていた。 

⒀ 本件配転後の状況 

ア Ｃは、資材部では主に薬価交渉を担当しており、また、その勤務地

は厚木本所であるが、価格交渉、薬局業務の指導等のため、毎週、相

模原病院に３回、伊勢原病院に2回出張している。この出張に関し、

平成10年６月頃、ｉ参事からＣに対して、週１回とするようにとの意

見があった。 

イ Ｃは、本件配転後も組合員資格が継続されたため、伊勢原支部所属

の組合員として、引き続き中高年対策専門委員及び同支部特別執行委

員・相談役を務めている。資材部に勤務する組合員はＣのみであるが、

隣接する健康管理センターには、厚木支部所属の組合員が勤務してお

り、平成10年８月１日現在、同支部組合員は10名である。 

ウ Ｃは、本件配転の日に定期昇給を受けたほかには、その前後で給与

等に変動はない。通勤時間は、伊勢原病院勤務のときより約10分長く

なった。 

７ 相模原支部における平成８年度組合役員選挙 

⑴ ｉ参事の発言 

  平成８年６月下旬、ｉ参事は、相模原病院内で、検査室次長のｐ(以下

「ｐ次長」という。)及びｂ次長に、別個に、「いまの組合をなんとかし

てもらいたいと思って」、「役員選挙に立候補しないか」などと述べた。

これに対して、ｂ次長は、「こういうことは下から勧められて出るもので

すから、私にはできません。」と答えた。 

⑵ 選挙の経過 

ア 組合役員は支部・部門毎に選出されることになっており、平成８年

７月８日に公示された相模原支部パラメディカル部門(事務・技術系

職員)では、定数２名に対して、副執行委員長代行(当時）で現副執行

委員長のｏ(以下「ｏ副委員長」という。)、ｐ次長及びＳ課長の３名

が立候捕した。 

イ 組合は、３名の立候補者に対し、「労使関係について」など６項目の

質問をし、その回答を1996年７月９日付け「神厚労ニュース」に掲載

した。このうち、ｐ次長の回答には、「立候補のきっかけは現在の執

行部体制に強い不安と慣りを感じ」などの記載があり、Ｓ課長の回答

には、「管理職として、会側に立って、業務を遂行する人間に対して

は、組合からの脱退を促すことが本来の労働組合の形を取り戻すため

に望ましい。」、「現在の様な一部執行部の独走を排除し」などの記載

があった。 

ウ 平成８年７月15日から17日にかけて投票が行われ、ｏ副委員長及び

ｐ次長が当選し、Ｓ課長は落選した。 

⑶ ａ課長及びｑ婦長の働きかけ 

ア 選挙期間中、ａ課長は、勤務時間内に総務課及び管理課共同の事務
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室内で、「みんな、組合選挙では、ｐさんかＳさんに入れるのよ。」と

述べた。 

イ 平成８年７月10日、相模原病院職員出入口付近で、婦長のｑ(以下「ｑ

婦長」という。)が配布していた文書は、上部に「今度の選挙ではｐ

氏、Ｓ氏をよろしくお願いします」と記され、本文は、「立候補にあ

たって、私自身の考え方というより一組合員としての意見を述べさせ

ていただきます。」という書出しで始まり、それ以下の記述は、⑵の

イのｐ次長の回答とほぼ同文であった。 

⑷ 当選後のｐ次長の行動 

  ｐ次長は、平成９年３月13日、「労働組合関連諸問題について(報告)」

と題する資料をｏ副委員長に示し、また、同月19日の執行委員会に、「名

前は言えないが、ある組合員から渡された。」と言って提出した。この資

料には、「現在加入している労働組合から、脱退することは可能であるか？」

との問いに対し、「可能」との答えやその根拠などが示され、「労働組合

は、結成・解散は自由です。一定の要件さえ満足すれば、少人数で労働

組合を結成することも可能です。」、「仮に、今加入している労働組合が気

に入らなければ、自分で労働組合を起こすという手もありますが、でも

実際は、自分の業務との兼ね合いを考えても、それはとるべき手段では

ないと思います。」などの記載があった。 

８ 平成９年の春闘行動 

⑴ 春闘行動の通告 

  組合は、「争議行為に関連する春闘行動の予定について」と題する平成

９年３月10日付け文書で、会にデモ行進や職場集会等を含む同月11日以

降の行動予定を通告した。 

⑵ 会の要望等 

ア 会は、「門前集会に対する申し入れについて」と題する平成９年３月

12日付け神厚連総発第170号文書(以下「170号文書」という。)で、組

合に「集会の中止を要望いたします。」、「病院敷地内での集会は許可

いたしません。」、「会が貸与している白衣等のユニフォームの着用は

禁じます。」などと申し入れた。 

イ 会は、「要望書」と題する平成９年３月13日付け神厚連総発第172号

文書(以下「172号文書」という。)で、組合に、前記⑴通告事項に対

する要望として、デモ行進等一連の行動については、「自粛されるよ

う再度要望いたします。」と通知した。 

⑶ 組合の対応 

ア 組合は、平成９年３月14日、172号文書には170号文書にあった「許

可いたしません」、「禁じます」との文言がなく、題名も「要望書」で

あることから、予定どおりデモ行進等を行っても問題はないとの結論

に達し、同日、会に要望を受けることはできないと回答した。 

イ Ｏ支部長は、ａ課長に対して170号文書は効力を失っており、予定ど
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おりの行動をとる旨通告した。 

⑷ 文書の提示 

  平成９年３月14日、会は、両病院内の掲示板に172号文書と「職員各位」

宛ての「春闘行動について」と題する神厚連総発第172号文書(以下「173

号文書」という。)を掲示した。同文書には、「労働組合に対し別紙のと

おり一連の春闘行動について自粛されるよう要望書を郵送いたしました

ので、ここにその要望書（写）を掲示いたします。」と記載されていた。

相模原病院では、170号文書も併せて掲示した。 

⑸ Ｔ事務長の発言 

  平成９年３月15日、相模原支部のデモ行進の開始前、Ｔ事務長は、Ｏ

支部長に電話で(会の第170号文書は生きているからな。そのとおりにや

ってくれよ。」と述べた。 

⑹ デモ行進とその撮影 

ア 平成９年３月15日午後、相模原支部は、相模原病院から橋本駅前を

往復するデモ行進を行った。このとき、病院のロビー、玄関付近には、

ａ課長ら管理職が配置されていた。 

イ デモ隊列が橋本駅前にさしかかったとき、Ｙ職員が歩道橋上からビ

デオカメラで隊列を撮影しており、Ａ委員長の抗議で中止した。隊列

が相模原病院に戻ったところ、Ｙ職員は、玄関付近で隊列の写真を撮

影しており、抗議の声が起こると病院内に走りこんだ。なお、当日は

土曜日で、Ｙ職員が上記のビデオ・写真撮影をしたのは、退勤後のこ

とであった。 

ウ Ｙ職員は、「ビデオ撮影は私の趣味」、「私の取った行動は、誰かの指

示を受けての行動ではありません。」との書面を会に提出した。 

エ 平成９年３月末頃、Ｙ職員は、前記イのデモ行進撮影に関して、組

合役員らから抗議を受けた際、「ｐとｑ婦長なんて、脱退者の有志を

集めて、それに他の人を加えて、第二組合を作ろうと動いてるよ。」

と述べた。 

９ 組合の教宣活動に関する総帰長らの発言 

⑴ 組合アンケートに関する発言 

ア 平成７年11月、相模原支部看護委員会は、看護婦不足問題などに関

するアンケート調査を行い、その集計結果を同年12月５日、組合の教

宣部会議で資料として配布した。その資料中には、報告事例として、

看護婦の手が足りなかったため医療事故につながるおそれがあったと

いうものがあった。 

イ 平成７年12月６日、ｒ総婦長は、ｏ副委員長を呼び出し、前記アの

資料を手にしながら、「機関紙だけじゃなく、世間に公表して何か要

求をとる手段にでもするというんじゃないでしょうね」と述べ、これ

に対してｏ副委員長がそのような心配はないと説明したところ、「機

関紙には載せないと約束できるのね。」と述べた。また、同支部看護
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委員会の正副委員長を呼び出し、「病院の生き死にに関することを院

外にもらした」、「看護部の問題、看護婦個人の問題としてとらえなさ

い」などと述べた。 

⑵ 伊勢原支部「看護委だより」に関する発言 

ア 伊勢原支部看護委員会は、1996年１月31日付け機関誌「看護委だよ

り」に、全国的な「申し送り」(看護婦が交替時に行う打合せ)廃止の

動きに関して、「『外の流れがそうだから』というような理由で簡単に

廃止の結論に走っていいのでしょうか。」との記事を掲載した。 

イ 伊勢原病院総婦長のｓ(以下「ｓ総婦長」という。)は、平成８年３

月14日、支部看護委員と同総婦長との想談会の席上、看護委員らに上

記「看護委だより」を示しながら、「毎月、集まっては、こんな低劣

なことしかしていないのですか。」、「婦長に反対することしか考えて

いないじゃないの」などと述べ、また、記事を示して、「ここは誰が

書いたんですか。」、「『出席者』とはいったい誰ですか。」などと問い

質した。 

⑶ 「神厚労ニュース」に関する発言 

ア 組合は、平成８年１月29日に伊勢原病院で開催された看護部教育委

員会主催の研修に関連して、講話の中で人を「どうしても、いないと

困る人」から、「どうしても、いなくなってほしい人」までの５段階

に分けた例が出されたことを取り上げ、「話し手の意図は、別のとこ

ろにあったのでしょうが」として、「『いなくなってほしい人』などと

いう言葉が平気で飛び出すあたりに、会が現在進めている『人事考課』

の思想的な影響を見てとれます。」などの記事を1996年２月27日付け

「神厚労ニュース」に掲載した。 

イ 平成８年３月18日、上記「神厚労ニュース」の内容を知つたＦ副総

婦長(教育委員長を兼ねる。)が、ｓ総婦長に、Ａ委員長のもとに抗議

に行く旨を話すと、ｓ総婦長は、「始末書でも書いてもらいたいぐら

いね。」と笑いながら答えた。Ｆ副総婦長が、Ａ委員長に「書いた人

に謝ってもらいたいです。」と申し入れたところ、総婦長は承知かと

尋ねられ、「もちろん知っています。始末書でも書いてもらいたいぐ

らいだわねって、おっしゃってました。」と答えた。 

⑷ 組合機関紙に関する発言 

ア 組合と会とは、平成８年５月以降、４週８休制導入について交渉を

重ねていたが、合意は成立せず、組合は、同年２月、当委員会のあっ

せん事項に４週８休制導入の件を追加した。 

イ 平成９年３月28日、伊勢原病院手術室の朝礼の際、同室婦長のｔ（以

下「ｔ婦長」 という。）は、前日の病院運営会議では、「４週７休よ

り始めて、ｌ年以内位に４週８休にいくのではないか」とのことだっ

たと伝達した。同年４月18日の朝礼の際、同室看護婦で組合執行委員

のｕが、「組合としては、４週７休から始めるとしても、１年以内に
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移行してくれるという確約を取れれば妥結してもいいんじゃないか、

その方向で検討していく」と報告したところ、ｔ婦長は「会が４週７

休で始めて、１年以内に４週８休にする予定だということを運営会議

で聞いて、発表しているのに。」と述べ、これに対し、ｕ看護婦は、「そ

んなことは労使間で全然話し合われたことはないし、まだ地労委にあ

っせんにかけている最中です」、「そういうことは現場に発表してはい

けないのではないですか」と述べた。 

ウ 朝礼後、ｔ婦長は、ｕ看護帰を休憩室に呼び出し、「みんなを扇動し

て。組合は、新聞でなんでも組合が要求を勝ち取ったかのように宣伝

しているけど、既に事前に決まっていたことだって多い。だいたいが、

組合の新聞は嘘が多い。」などと述べた。 

⑸ 伊勢原支部機関紙に関する発言 

ア 伊勢原支部は、平成10年３月31日付け機関紙「すくらむ」に、「看護

委員会より」と題して、ｗ准看護婦による「人員不足のマンネリ化現

象、補充を期待しているが、なかなか実現せず苛立ちを覚える。」な

どの記事を名入りで掲載した。 

イ 平成10年４月９日、支部看護委員会でｗ准看護婦は司会を務め、そ

の中で上司のｘ婦長(以下「ｘ婦長」という。前年８月、脱退を承認

され非組合員。）から、４月は冠婚葬祭や学校関係以外の休暇は控え

るようにとの要望があったことを取り上げた。同支部は、この要望は

休暇を取る権利を抑圧するものだとして、同月10日、総婦長に申入れ

をした。 

ウ 平成10年４月11日、ｘ婦長は、ｗ准看護婦を面談室に呼び出し、「看

護委員のみんなに話す前に、どうして私に話してくれなかったのか。」、

「あなたのあの文章を見て、総婦長もとてもあきれていたわ。あれは、

いったいどういうことなの。」などと述べた。 

10 相模原支部における団体交渉 

⑴ 専従者の団体交渉出席の通告 

  組合は、会に対し、平成８年３月30日付け「執行部役員の一部変更に

ついて」と題する文書で、Ａ委員長及びＨ書記は、今後、専従役員とし

て、団体交渉に参加し発言する旨を通告した。また、同年８月10日開催

の執行委員会で、今後は支部の団体交渉にも原則的に専従者が参加する

と申し合わせた。 

⑵ Ｈ書記に関するＴ事務長の発言 

ア 平成８年８月21日、Ｔ事務長は、Ｒ主任と面談した際、Ｈ書記につ

いて、「専従に入って組合が強化された。」などと述べた。 

イ 平成９年３月27日、Ｔ事務長は、ｙ医師と面談した際、専従者のこ

とが話題となり、「いまリードしているのは済生会にいたらしいんだ

けど」、「何やってたかって言うと、守衛やってて、それでなんか闘争

やってるらしいんだね」、「闘争をやってね。その組織を潰したなって
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ことが勲章になっていく人たちですから、難しいですよ。」などと述

べた。 

  なお、Ｈ書記は、横浜市内の済生会病院で派遣労働者として勤務し

ていたことがあり、昭和55年から３年間、同病院の派遣労働者で組織

する労働組合の執行委員長を務めていた。 

⑶ ｚ配転問題に関する支部交渉 

ア 平成９年１月27日、相模原病院検査室助手のｚは、Ｔ事務長らから

呼出しを受け、同年４月１日をもって病棟の看護助手に配転すること

を告げられた。この配転により、ｚは、業務は受診者の受付から患者

の介護となり、勤務は早番・遅番が加わり、技能・特殊勤務手当も減

額することになった。 

イ 平成９年２月18日、Ｏ支部長はｏ副委員長とともに、Ｔ事務長に、

ｚの配転問題で相模原支部との団体交渉(以下「支部交渉」という。)

を口頭で申し入れ、同月24日には、文書で申し入れた。 

ウ 平成９年２月26日、支部交渉が行われたが、合意は成立せず、Ｏ支

部長は、あらためて支部交渉をもちたいと申し入れた。それまで支部

交渉の組合側出席者は、支部長、副支部長、相談役(ｏ副委員長が兼

務。)等で、専従者であるＡ委員長およびＨ書記が出席したことはな

かった。 

  平成９年３月３日、Ｏ支部長が支部交渉には専従者を出席させたい

と申し入れたところ、Ｔ事務長は、これまで支部交渉に専従者は出席

しておらず、今回も特に専従者を入れなければ話し合いができないと

は考えない旨を回答した。 

エ 組合は、平成９年３月６日付け文書で、相模原病院長及び事務長に

対し、組合には前記⑴の申合せがあることを通告するとともに、同年

３月12日に予定されている支部交渉には専従者が出席することを通知

した。 

⑷ 外注化問題に関する支部交渉 

ア 会は、平成９年４月から相模原病院中央材料室の業務(医療器具や材

料の減菌、洗浄、保管等)を外注化することとし、同年３月初旬頃、

同室勤務の組合員５名に対し、外注が決定したので病棟などに異動す

ることになると通告した。 

イ 組合は、会及び相模原病院に、「３月12日の支部団交における追加議

題の申し入れ」と題する平成９年３月８日付け文書で、外注化問題を

同月12日の支部交渉の議題に追加すること、専従者の参加を拒否しな

いことなどを申し入れた。これに対してＴ事務長は、Ｏ支部長に、「職

員とは話し合うが、職員でない専従とは話し合うつもりはない。」と

述べた。 

ウ 組合は、会に、「団交事項の追加と上部団体からの団交参加の申し入

れ」と題する平成９年３月11日付け文書で、外注化問題について本部
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での団体交渉(以下「本部交渉」という。)を申し入れ、会も了承した。

同月17日以降、本部交渉が行われているが、本件結審時において、合

意には至っていない。なお、これに伴い、外注の実施は延期されてい

る。 

⑸ ３月12日の支部交渉 

ア 組合は、平成９年３月11日付け相模原病院長及び事務長宛て文書で、 

同月12日の支部交渉への専従者の参加を飽くまで拒否するのか、また、

前記⑷のイのＴ事務長発言は基本姿勢なのかについて、文書回答を求

めた。 

イ 平成９年３月12日、Ｔ事務長は、Ｏ支部長に対し、総務課員を通じ

て、予定の団体交渉については、専従者を入れない交渉としたい旨を

回答した。相模原支部は、支部だけの交渉は控えるようにとの本部の

指示を受け、この日の交渉を見送りとした。 

⑹ ｚ配転問題の本部交渉への移行 

ア 相模原支部は、平成９年３月22日付け文書で、ｚ配転問題はこのま

ま放置できないとして、早期に支部交渉を行うよう相模原病院に申し

入れた。 

イ 平成９年３月24日、ｚ配転問題に関して、支部交渉が行われたが、

合意に至らなかった。その席上、Ｔ事務長は、「こういう形で終わら

せていただくということになる可能性が高い。」と述べた。会は、ｚ

に対して、同日、配転の内示をし、同月28日、Ｔ事務長は、ｚに対し

「最後のお願いと同時に、これは会の命令を伝えるものである。」と

告げた。 

ウ 組合は、平成９年３月27日、ｚ配転問題に関する本部交渉を申し込

み、組合と会は、同月29日から４月１日にかけて本部交渉行い、配転

先は内科外来とすることなどで合意した。 

11 本件申立て 

  組合は、平成９年４月25日、当委員会に本件不当労働行為の救済を申し

立てた。請求する救済内容の要旨は、次のとおりである。 

⑴ 会は、Ｃに対する平成９年４月ｌ日付けでなした資材課への配置転換

を取り消し、同人を原職に復帰させること。 

⑵ 会は、管理職等をして、組合員に対する脱退勧誘及び第二組合作りの

支援をしないこと。 

⑶ 会は、管理職等をして、組合の教宣活動や役員選挙などに介入しない

こと。 

⑷ 会は、団体交渉のメンバーに専従者が入ることを理由に支部交渉を拒

否しないこと。 

⑸ 会は、陳謝文を手交及び掲示すること。 

第２ 判断及び法律上の根拠 

１ 当事者の主張について 
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⑴ 申立人の主張 

ア 被申立人は、平成６年１月頃から組合員の範囲を狭めるための干渉

を始め、平成７年６月には労使間の合意が成立したかの如き文書を発

表し、平成８年６月以降は組合員に組合費チェック・オフ中止依頼書

を提出させ、平成９年には脱退表明者に組合費返還請求訴訟を提起さ

せ、さらに脱退表明者の組合費相当額をプールすることにより脱退表

明を促すとともに、申立人の財政を逼迫させようとし、一方では、被

申立人及びその意を体した管理職らは、脱退勧奨及び第二組合の結成

を行い、申立人の組合役員選挙、教宣活動及び春闘行動にも妨害を加

えた。 

  また、Ｃについて本件配転を行ったことは、同人の組合活動を嫌悪

し、組合活動の困難な職場に異動させたものである。 

イ 被申立人が、相模原病院において、今日まで一貫して支部交渉に専

従者の出席を拒否し続けていることは、団体交渉を拒否するものであ

る。 

⑵ 被申立人の主張 

ア 被申立人は、不当労働行為意思はなく、支配介入に及んだ事実もな

い。申立人において脱退勧奨等を行ったと主張する課長、婦長らは、

労働組合法にいう「使用者」ではなく、当時は組合員であった。なお、

本件申立て時、行為のときから既にｌ年間を経過したものについては、

却下されるべきである。 

  また、被申立人は、Ｃについては、組合大会議長を務めたこと以外

は、その組合活動を承知しておらず、本件配転は適正な人事権の行使

であり、配転後も組合活動に支障は生じていない。 

イ 被申立人は、相模原病院での支部交渉を拒否した事実はなく、従来

の慣行に照らして専従者の出席を遠慮してくれるよう要望したに過ぎ

ず、誠意をもって支部交渉に応じている。 

２ 一部却下の主張について 

⑴ 被申立人の主張 

  被申立人は、申立人が不当労働行為を構成する事実として指摘する事

実のうち、本件申立て時、行為のときから既に１年間を経過したものに

ついては、却下されるべきであると主張する。 

⑵ 当委員会の判断 

  確かに、前記第１の２の⑶、⑺及び⑻並びに９の⑴、⑵及び⑶で認定

したとおり、Ｄ常務が組合員の範囲について発言したのは、平成６年１

月７日であり、会が「労組との打合せ結果」を配布し、その後両病院の

帰長らが脱退表明をしたのは、平成７年６月22日から同年８月31日にか

けてであり、ｒ総婦長が組合アンケートに関して発言したのは、平成７

年12月６日であり、ｓ総婦長が「看護委だより」に関して発言したのは、

平成８年３月14日であり、Ｆ副総婦長が「神厚労ニュース」に関して発
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言したのは、同年３月18日であり、いずれも、本件申立て時においては、

行為の時からｌ年以上が経過している。 

  しかしながら、上記の行為については、後記３の行為との関連性を直

ちに否定できるものではなく、一見して明らかに却下事由に該当すると

言うことはできないので、申立人の主張は認められない。 

３ 脱退勧奨、Ｃの配転等による支配介入の有無について 

⑴ 脱退勧奨等の有無について 

ア 課長、室長、婦長、次長らの使用者性 

  被申立人は、所属長(総務課長を除く。)、次長、伊勢原病院の副総

婦長らについては、組合員であって、これらの者の行為について、被

申立人に不当労働行為は成立しないと主張するので、以下、判断する。 

  申立人が脱退勧奨、教宣活動への干渉等を行ったと主張するＳ課長、 

ｂ次長、ｃ室長、ｄ次長、ｇ放射線室長、Ｆ副総帰長、ｔ婦長らにつ

いて、申立人は、問題とされる行為時においては、組合員としていた

ところである。しかし、組合員であっても、使用者から指示を受け、

又はその意を体することにより支配介入を行うことは可能なのである

から、組合員であることのみをもって、被申立人の使用者としての不

当労働行為責任が否定されるものではない。 

  次に、前記第１の２の⑴のウで認定したとおり、所属長は、部下の

人事考課に関しては、第一次評価者であるとともに、日常の業務に関

する指揮・監督権を有している。次長は、所属長の職務を補佐すると

ともに、不在時には代行する。また、副総婦長は、総婦長を補佐し、

事故あるときは職務を代行するものである。 

  以上のとおり、所属長、次長及び副総婦長は、部下に対する関係に

おいては、使用者から一定の権限を付与されているのであるから、こ

れらの者がその権限を用いて支配介入に当たる行為を行った場合、被

申立人は使用者として不当労働行為責任を兔れないものである。 

イ チェック・オフ中止依頼による脱退表明 

(ｱ) チェック・オフ中止依頼に至る経過 

ａ Ｄ常務の要求 

  前記第１の２の⑴、⑵及び⑶で認定したとおり、Ｄ常務が主任

以上の非組合員化を要求した平成６年１月当時、病院では、一部

の管理者と医師以外は、所属長も含めて全員が組合員であり、会

においても、組合加入を確認することなく組合費をチェック・オ

フするという取扱いが、申立人の前身組合の時代から継続してお

り、病院勤務者については、全員が組合員であることを前提とし

た労使関係(以下「全員加入の慣行」という。）が形成されていた

と考えられる。平成元年頃まで労使関係は平穏に推移してきたが、

同年８月、看護委員会が設けられ、夜勤問題への取組を開始し、

平成５年４月には夜勤協定が施行され、以後も同委員会を中心に
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組合活動が活発化する中で、次第に労使対立は顕在化していた。

一方、所属長は組合員であるとともに、病院運営会議の構成員と

して、労使問題にも関わるという状況があったことから、会は、

全員加入の慣行を問題視し、組合員範囲を狭めることを要求する

に至ったものであり、所属長の非組合員化がその意向であったと

考えられる。 

ｂ 「労組との打合せ結果」の配布 

  前記第１の２の⑸、⑻及び⑼のイで認定したとおり、平成７年

の脱退表明者については、「組合員になるか否かは、本所の方か

らは本人の自由意志であると聞きおよんでいます。」との文言や、

「加入、脱退は自由と病院運営会議の文書に出たでしょ。」との

発言から見て、「労組との打合せ結果」にいう脱退の自由及び脱

退表明者のチェック・オフ中止が、会の見解として意識されてい

たことが窺われる。また、婦長らには、組合費などへの不満があ

った。 

  以上から、会が同資料を配布したことが、不満を抱きながらも

組合に留まっていた婦長らを脱退表明に踏み切らせたと考えられ

る。しかし、当時、他に際だった労使対立はなかったこと、同資

料にいう「結果」とは、会が内部検討した結果と解されることか

ら見て、直ちに会が脱退を促すために合意が成立したかの如く装

ったとまで言うことはできない。 

(ｲ) チェック・オフ中止依頼書の提出 

  前記第１の３の⑴のア、⑵、⑶及び⑸のウで認定したとおり、平

成８年６月から８月にかけてのＩ室長、婦長、事務系職員らの脱退

表明では、全員が組合費チェック・オフ中止依頼書を提出している。

「チェック・オフ協定が締結されているときでも、労働者からチェ

ック・オフ中止依頼があれば中止すべきである」との法理は、平成

５年３月25日最高裁判所判決によって確立したものであり、一般に

は馴染みのないものである。それにもかかわらず、全員が同時期に、

一致してチェック・オフ中止依頼書を提出したことは、偶然とは考

え難い。 

(ｳ) 会の指示の有無について 

ａ 脱退及びチェック・オフに関する会の見解 

  前記第1の３の⑵で認定したとおり、平成８年６月に再度脱退

表明した婦長らからは、「大会なんて待たなくても脱退できると

聞いたから。」、「総婦長さんのほうから『脱退したら、会は組合

費の天引きはしない』と言われたから」との発言があり、また、

脱退表明の後も、Ｌ事務長は「個人が脱退したいと言ってきたら

チェック・オフしないつもりだ。組合を抜けるのは自由だから。」

と述べていることからして、脱退の自由及び脱退表明者のチェッ
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ク・オフ中止との見解は、一貫して会から示されていることが窺

われる。 

  前記(ｱ)のｂのとおり、前年、「労組との打合せ結果」を配布し

たことが集団脱退表明の契機となったことから見て、会には、脱

退の自由と脱退表明者のチェック・オフ中止を併せ示すことには、

脱退表明を促す効果のあることが認識されていたと考えられる。 

  以上から、平成８年に至っても、会が脱退自由とチェック・オ

フ中止の見解を示し続けたことは、婦長らの疑義に答えるという

に留まらないものがあったと言わざるを得ない。 

ｂ 所属長非組合員化の意図 

  前記第１の２の⑻及び⑼のアで認定したとおり、組合規約には

脱退に関する規定がなく、平成７年の脱退表明も、結果として留

保となったことから、脱退届を提出したとしても、承認には曲折

を伴うことが予想されるところである。一方、前記(ｱ)のａのと

おり、会には、平成６年頃から所属長を非組合員化したいとの意

向があった。婦長らの脱退の動きは、このような会の意向に沿う

ものであり、会には、婦長らにチェック・オフ中止依頼書提出を

指示し、事実上の脱退を実現しようとする意図があったと推認さ

れる。 

ｃ 組合専従者の存在 

  前記第１の２の⑽及び⑾並びに10の⑵で認定したとおり、平成

７年７月に組合が他病院の労働組合で執行委員長経験のあるＨ書

記を専従者としたことに関して、Ｄ常務が「よそ者に発言しても

らっては困る。」、Ｔ事務長が「専従に入って組合が強化された」

と発言したこと、同書記の加入後の36協定締結交渉が難航したこ

とが認められる。平成８年４月には、Ａ委員長も専従者となった

結果、平成８年６月当時の組合予算(1995年度)では組合費収入の

約20％であった専従者経費が、翌年度は增大することが予測され、

現実に1996年度予算では約30％となった。このことは、大会議案

書などから、会には容易に認識し得るところであった。 

  以上のことからすると、会には、専従者の導入により、組合執

行部が整備されたとの認識があり、脱退表明者のチェック・オフ

中止により、その財政的負担から組合が今後、専従者を置くこと

を断念せざるを得ない状況もあり得るとの認識があったものと推

認される。 

ｄ チェック・オフ中止に対する会の認識 

  会から組合への文書を見ると、前記第１の３の⑷のイ及びエで

認定したとおり、平成８年６月13日付け文書には、「要望書が提

出された以上組合費の天引きを中止せざるを得ない」との文言が

あり、同月24日付け文書では、「労働基準法第24条に会が抵触し



- 28 - 

かねない」との表現に変わり、さらに、同年７月２日付け文書で

は、最高裁判所判例が引用されている。 

  平成８年６月13日付け文書の文言は上記最高裁判所判例を使用

者の視点で解釈したものと解されること、前記ａのとおり、婦長

らには脱退表明者にはチェック・オフを中止することが事前に知

らされていたと見られることから、会には、当初から同判例の法

理が念頭にあり、チェック・オフ中止は使用者が単独で行い得る

ことをも考えると、チェック・オフ中止依頼書の提出があれば、

組合の関与し得ないところでチェック・オフを中止し、事実上の

脱退が可能であるとの認識があったことが窺われる。 

  さらに、前記第１の３の⑸のウで認定したとおり、事務系職員

４名のチェック・オフ中止依頼書は、Ｉ中止依頼書とほば同文で

あり、Ｙ職員のものは誤字(程出)までが同じであって、これら４

名はＩ中止依頼書を見本としていたことが窺われる。 

  以上から、会には、Ｈ書記の加入により組合執行部が強化され

たとの認識があり、警戒していたところ、専従者の経費が組合予

算の相当部分を占めること、婦長らが組合費のことなどで不満を

もっていたことに着目して、婦長らを非組合員化することにより、

全員加入の慣行を変容させるとともに、組合に財政上の不安を与

えることを意図して、平成８年６月以降、まず、Ｉ室長、続いて

婦長ら、更に事務系職員らにチェック・オフ中止依頼書を提出さ

せたものと推認せざるを得ない。 

ウ 組合費返還要求と組合費相当額のプール 

(ｱ) 組合費返還要求文書 

  前記第１の３の⑺で認定したとおり、Ｑ職員及び婦長らから平成

９年３月17日付けで会に提出された文書には、組合費の返還を求め

る文言が加わっており、Ｑ職員から組合に提出された文書にも、同

様の文言があった。「労働組合の脱退について」と題する文書も、

脱退表明以後の組合費返還を求める内容で、Ｑ職員及び婦長らの文

書の２日後の日付である。これ以前、チェック・オフされた組合費

の返還要求がなかったにもかかわらず、１日を置いただけの間に、

上記のとおりの組合費返還要求文書が作成されていたことから見て、

これらの文書の提出は相互に連携したものと見ざるを得ず、平成９

年３月当時、相模原病院では、チェック・オフ中止依頼の動きが組

合費の返還を求める動きに進んでいたことが窺われる。 

  また、「労働組合の脱退について」は、機密事項に関わる文書と

同じフロッピーディスクに収められていたことからして、Ｔ事務長

又はその指示を受けた人物によって作成されたものと考えられ、上

記のＱ職員及び帰長らの文書と連携が認められるのであるから、組

合費返還要求の動きには、Ｔ事務長が関与していたと推認せざるを
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得ない。 

  前記第１の３の⑹、８及び10で認定したとおり、組合費のチェッ

ク・オフは前年(平成８年)９月以降も継続されていたが、平成９年

３月当時、相模原病院では、春闘行動や支部団体交渉を巡って激し

い労使対立が生じており、これらの組合費返還要求文書は、チェッ

ク・オフ中止に代わる、一歩進んだ手段として、会によって準備さ

れたものと推認される。 

(ｲ) 組合費返還請求訴訟の提起 

  本件審問において、Ｊ部長は、Ｑ職員、Ｘ主任及びＺ次長の３名

が組合費返還請求訴訟を提起したことに会は関与していない旨を証

言している。しかし、前記第１の３の⑺のイで認定したとおり、返

還請求額は一人につき数万円であることや、時間と費用の負担を考

えた場合、Ｑ職員らが訴訟を提起したことは、極めて不自然である

と言わねばならない。 

  前記第１の３の⑴のイで認定したとおり、平成８年６月４日、Ｊ

部長は、チェック・オフ中止依頼の取扱いが話し合われた際、「俺

だったら、とっくに裁判に訴えてしまう。」と発言しており、会に

は、当時から、司法判断により組合脱退問題に結論を出すことが意

識されていたと考えられる。前記第１の６、８及び10で認定したと

おり、平成９年３月以降、労使間には、春闘行動、 相模原支部団

体交渉などの問題に加えて、Ｃの配転問題が生じており、同年４月

25日には本件救済が申し立てられ、更に対立を深めていた。また、

前記イ及び(ｱ)のとおり、前年(平成８年)６月のチェック・オフ中

止依頼書の提出及び平成９年３月の組合費返還要求が会の関与の下、

行われたと解されることをも考えると、組合費返還請求訴訟は、組

合費返還要求文書から更に一歩を進めた手段として、会の支援のも

と提起されたと推認されるものである。 

(ｳ) 組合費相当額のプール 

  前記第１の４の⑴で認定したとおり、会が組合費相当額のプール

を通告した平成９年９月９日当時、チェック・オフ中止依頼書の提

出者で現にチェック・オフが継続していた者は３名に過ぎず、この

程度の人数であれば、労使で協議の上、個別対応が可能であったと

考えられる。また、組合費相当額のプールという方法は、チェック・

オフ自体は継続されるのであるから、脱退表明者の不満に応え得る

ものではない。以上から、帰長らの脱退問題に決着の付いた直後に、

会が組合費相当額のプールを決定したことは不自然であると言わざ

るを得ない。 

  前記第１の３の⑻のイで認定したとおり、当時の組合予算(1997

年度）でも、専従者の経費は組合費収入の約27％に及んでいた。ま

た、会には、組合費返還請求訴訟を支援したものの、判決の確定に
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は年月を要することから、判決が確定しない段階で、組合費が組合

に入金されることを阻止する必要があったと考えられる。以上から、

組合費相当額のプールは、脱退表明者らに組合費返還要求文書を提

出させ、更に組合費返還請求訴訟を支援するなどの行為とは一連の

ものであって、組合に財政上の不安を与える意図の下、チェック・

オフ中止依頼書提出から、更に歩を進めた手段として、会により準

備されたものと推認される。 

  また、組合費相当額のプールが決定された直後、相模原病院の事

務系職員や両病院の検査室職員から相次いで脱退表明が行われてお

り、会には、婦長らの脱退により全員加入の慣行の一角が崩れたこ

とから、事務系職員や技術系職員の脱退が次の関心事となっていた

と推認せざるを得ないものである。 

エ 管理職らによる脱退の勧奨等 

(ｱ) Ｓ課長による脱退勧奨 

ａ Ｒ主任に対する脱退勧奨 

  Ｓ課長は、前記第ｌの３の⑸のアの(ｱ)で認定したとおり、平

成８年７月下旬、Ｒ主任に「組合を抜けませんか。」と声を掛け、

Ｑ職員に脱退届の写しを提示させている。勤務時間中、課長席に

呼び出して行われていることは、Ｒ主任が部下であることを考え

ると、上司の地位を利用した脱退勧奨と言わざるを得ない。 

  前記第１の３の⑸及び７の⑵のイで認定したとおり、Ｓ課長は、

平成８年７月から８月にかけて上記の脱退勧奨を行い、自らもチ

ェック・オフ中止依頼書を提出した。この時期は、前記イのとお

り、会が脱退表明者にチェック・オフ中止依頼書の提出を指示し

た直後である。また、Ａ委員長には「僕は会側の人間なので」と

述べており、組合役員選挙の際には、会側に立って業務を遂行す

る者には組合脱退を促すのが望ましい旨の主張をしている。会に

は所属長を非組合員化し、全員加入の慣行を変容させる意図があ

ったことを考えると、Ｓ課長の行為は、所属長に加えて、事務系

職員をも脱退表明させようというものであり、会の意向を反映し

たと推認されるものである。 

ｂ ａ課長の関与 

  前記第１の３の⑸のアの(ｱ)及び７の⑶のアで認定したとおり、

Ｑ職員は、勤務時間中に持ち場を離れ、Ｓ課長の下で脱退勧奨を

補助しており、Ｓ課長が「例のものを」と言い、Ｑ職員が直ちに

脱退届の写しをもってきたことから見て、同様の行為は他にも繰

り返されていたと考えられるが、上司であるａ課長からＱ職員に

注意があった形跡はない。ａ課長が、組合役員選挙の際、Ｓ課長

を支持する発言をしていることをも考えると、Ｓ課長による脱退

勧奨は、ａ課長の了解の下行われていたと推認せざるを得ない。 
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(ｲ) ａ課長による脱退勧奨 

  前記第１の４の⑵で認定したとおり、ａ課長は、平成９年９月か

ら10月にかけて、相模原病院総務課及び管理課の複数の女子職員に、

「あなたはいつ脱退してくれるの。」などと述べている。また、同

病院では、上記発言と前後して、事務系職員４名から脱退表明があ

った。前記ウの(ｳ)のとおり、会は、同年９月９日には、組合に財

政上の不安を与える意図で、組合費相当額のプールを決定していた

ことを考えると、ａ課長の行為は、上記の会の意図を反映するもの

で、所属長の非組合員化から進んで、管理部門から組合員を排除す

る目的で脱退勧奨をしたと推認せざるを得ない。 

(ｳ) Ｔ事務長の主導 

ａ Ｓ課長の脱退勧奨への関与 

  前記第１の３⑸のアの(ｵ)で認定したとおり、平成８年８月21

日、Ｔ事務長はＲ主任を呼び出し、「病院内で見たり聞いたりし

たことが、組合に情報として流れる。」などの発言をしたことが

認められる。本件審問において、Ｔ事務長は、上記発言を否定し、

面談の目的は、ＣとＬ事務長の対立が深刻な労使紛争に発展する

おそれがあると考え、円満解決への口添えを求めるためだったと

証言している。 

  Ｌ事務長については、前記第１の６の⑷で認定したとおり、平

成８年８月14日、「組合なんか、そのうちどうなるかわからない

よ。」など発言したことが認められる。しかし、この発言はＣと

の20年以上の仲でのもので、組合が初めて抗議したのは、Ｒ主任

との面談から１か月以上後の同年９月24日であることから見て、

同年８月21日当時、組合及びＣに、Ｌ事務長発言を組合活動への

干渉と見る意識はなかったと解され、この時点で深刻な労使紛争

をおそれていたとのＴ事務長証言は信用し難い。 

  むしろ、前記第１の３の⑸のアの(ｲ)、(ｳ)及び(ｴ)で認定した

とおり、前月以来のＳ課長らによる脱退勧奨は、Ｒ主任からＣを

通じて組合に報告されており、このことを報じる記事が「神厚労

ニュース」に掲載された４日後にＲ主任との面談が行われている

ことから見て、Ｔ事務長が面談をした目的は、脱退勧奨情報の流

出元がＣ夫妻であることを察知した上で、上司の地位を利用して

Ｒ主任を威圧するためであったと推認される。このことは、Ｓ課

長の脱退勧奨については、Ｔ事務長が主導していたことを窺わせ

るものである。 

ｂ 婦長及び事務系職員らの脱退表明への関与 

  前記イの(ｳ)及びウの(ｱ)のとおり、平成８年６月のＩ室長、婦

長らからのチェック・オフ中止依銀書提出については、会の指示

があったと考えられ、このときの脱退表明者が相模原病院の勤務
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者に限られていること、ほほ同じメンバーによる平成９年３月の

組合費返還要求文書提出には、Ｔ事務長が関与していることを考

えると、指示をしたのはＴ事務長であったと推認せざるを得ない。 

  また、前記イの(ｳ)のｄのとおり、平成８年６月から８月にか

けての相模原病院の事務系職員５名のチェック・オフ中止依頼書

提出についても、Ｉ中止依頼書が見本として示されており、上記

Ⅰ室長、婦長らの脱退表明と時期が連続していることから考えて、

Ｔ事務長の主導によるものと推認せさるを得ない。 

ｃ 組織的な脱退勧奨 

  前記第１の３の⑸のウ及び４の⑵のイで認定したとおり、ａ課

長は脱退勧奨の際、「脱退のしかたはＱさんとＹ君に聞けばわか

るから」と発言しており、名前の出た２名のうち、Ｙ職員には、

Ｓ課長と少林寺拳法の師弟関係があり、前記(ｱ)のａのとおり、

Ｓ課長は脱退勧奨をしている。また、Ｑ職員は、前記(ｱ)及び(ｲ)

のとおり、ａ課長の了解の下、Ｓ課長の脱退勧奨を補助し、ａ課

長自身も脱退勧奨をしている。そして、Ｓ課長の脱退勧奨や、婦

長、事務系職員らへの脱退勧奨はＴ事務長が主導していることは、

前記ａ及びｂのとおりである。 

  以上から、平成８年６月以降、相模原病院においては、Ｔ事務

長に主導され、ａ課長、Ｓ課長らの管理職、更にＹ職員、Ｑ職員

らを交えた一団により、組織的な脱退勧奨が行われていたと推認

せざるを得ない。 

(ｴ) 総婦長らによる組合加入への干歩 

  前記第１の３の⑸のイで認定したとおり、平成８年８月、相模原

病院の総婦長及び副総婦長は、採用直後の看護婦に対して、組合か

らの説明の有無を尋ねるなどし、加入したことを知ると「なんで、

そんなに簡単に返事しちゃたの。」と非難と解される発言をしてい

る。前記(ｳ)のｃのとおり、平成８年６月以降、同病院では組織的

に脱退勧奨が行われていることを考えると、非組合員である総婦長

及び副総婦長が新規入職者の組合加入に関心を示したことは、脱退

勧奨から更に進んで、新規入職者の組合加入に干渉しようとの意図

があったと推認される。 

(ｵ) 検査室職員らの脱退表明 

ａ 相模原病院検査室における脱退表明 

  前記第１の４の⑶で認定したとおり、相模原病院検査室におい

ては、平成９年10月以降、１か月弱の間に、ｂ次長、室員14名、

ｃ室長の順で、「脱会届け」(ｃ室長のものは「脱会届」。)が提出

されている。これらの「脱会届け」は、標題が共通していること

から見て、一連の過程で作成されたものと見られる。また、室員

らの「脱会届け」の場合、同室生理系室員のうち、２名を除く全
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員から提出されたものであること、連名であることから見て、職

場で署名・押印が集められたと考えられ、ｃ室長、ｂ次長らが関

与しており、ことに生理系担当で、最初に脱退表明したｂ次長の

役割が大きかったと考えられる。 

  職場ぐるみ、しかも上司の関与の下、行われる集団脱退表明を

部下が拒むことは困難であって、加わらなかった者が、２名いる

からといつて、加わった全員の署名・押印が自己の自由意思によ

るものだったかどうかは疑問である。 

  以上から、室員らの集団脱退表明は、ｃ室長やｂ次長らの地位

利用による脱退勧奨の結果と言わざるを得ない。 

ｂ 伊勢原病院検査室における脱退表明 

  前記第１の４の⑷で認定したとおり、平成９年11月、伊勢原病

院検査室のｄ次長、生理系室員(検体系室員１名を含む。)及びｅ

主任看護婦の12名からは、連名の「脱退届」が提出されており、

会に経過を説明した文書を提出していることから見て、ｄ次長が

脱退表明の中心人物だったと考えられる。 

  次に、組合に提出されたものと同文の「脱退届」が別に２通作

成されており、このうち別紙１の「脱退届」については、「左記

名」と人数を記載すべき部分が空白となっており、署名、押印と

日付との間に２行の空行があることから見て、更に脱退表明者を

募ることが予定されていたと考えられる。別紙１及び２の「脱退

届」が組合には提出されなかったことからすると、ｄ次長は同年

10月中から室員らに集団脱退表明を働きかけていたが、人数が揃

わなかったため一旦中止し、11月に再開したものと考えられ、こ

のことは、脱退意思のなかった者にも、同次長から働きかけがあ

ったことを意味する。同次長は、全員に自由意思であるとの確認

をしたと述べているが、室員らの回答は、同次長から面前に脱退

届を示された上でのものであることを考えると、組合に提出され

た「脱退届」に加わらなかった者が２名いるからといって、他の

署名・押印した室員全員が真に自由意思だったか疑問と言わざる

を得ず、むしろ、当時、本件審問が開始していたことをも考慮す

ると、ｄ次長の確認は、後日、任意性が争われることを意識した

上でのものと推認せざるを得ない。 

  また、脱退届にはｆ室員が加わっているが、本採用となって間

もない者が管理者からの脱退の勧めを拒むことは極めて困難と考

えられ、同人の脱退表明の任意性は大いに疑わしいものである。 

  以上から、ｄ次長の行為は、管理職の地位を利用した脱退勧奨

と言わざるを得ない。 

ｃ 脱退表明の共通性 

  前記第１の４の⑶及び⑷で認定したとおり、両病院検査室の脱
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退表明には、主に生理系室員からであること、生理系担当の次長

を中心人物とすること、連名であること、内容証明郵便によるこ

となどの共通点がある。また、相模原病院検査室で相次いで「脱

会届け」が提出されたのと同じ頃、伊勢原病院検査室でも集団脱

退表明が準備されていることから見て、両病院検査室の動きは連

携しており、相模原病院が先行し、伊勢原病院が後を追う形で進

行したものと推認せざるを得ない。 

  ｂ次長については、前記第１の７の⑴で認定したとおり、前年、

ｉ参事から組合役員選挙への立候補を勧められており、上層部と

の結びつきが窺われ、前記(ｳ)のｃのとおり、相模原病院では、

前年来、組織的脱退勧奨が行われていることを考えると、ｂ次長

の行為は、その延長戦でとらえざるを得ないものである。また、

ｄ次長は、ｂ次長の動きを知つて同調したと見られ、前月には組

合費相当額のプールが開始していることを考えると、両次長の行

為は、このような会の動きに呼応したものであり、会の意を体し

た脱退勧奨であったと言わざるを得ない。 

  なお、前記ｂのｅ主任看護婦について、申立人からは、Ｌ事務

長の指示の下、脱退勧奨を行ったとの主張がある。検査室員の集

団脱退表明に一人だけ看護婦が加わっているのは、不自然ではあ

るが、脱退勧奨の指示があったかが明らかでない以上、管理職で

はないｅ主任看護婦に脱退勧奨の有無を論じる余地はないもので

ある。 

(ｶ) 会の部内への指導 

  前記第１の４の⑸で認定したとおり、本件審問開始後、申立人か

らは、審査の実効確保の措置の申立てがあり、会は、平成９年12月

末、病院運営会議において、管理職らに誤解を招く言動のないよう

説明し、平成10年１月末の病院運営会議では、審査委員から注意の

あった旨を伝達している。 

  しかし、これ以前に遡ると、会が管理職らに支配介入と疑われる

行為を慎むようにとの明確な指導をしていたとは認め難い。前記第

１の３の⑷のウ及び⑸のアの(ｴ)で認定したとおり、組合は、平成

８年６月には、脱退教唆が行われているとして抗議し、同年８月の

「神厚労ニュース」には、Ｓ課長の脱退勧奨に関する記事が掲載さ

れている。組合が平成８年６月頃から既に幹部職員、管理職らの脱

退勧奨を問題にしていることは、会においても認識し得たところで

あるにもかかわらず、審査委員から注意があるまで、会が適切な対

応をしていたとは言い難い。 

  しかも、前記第１の４の⑹で認定したとおり、平成10年５月から

６月にかけて、伊勢原病院放射線室では、相次いで脱退届が提出さ

れており、このうち室長、次長２名及び室員３名からのものは、同
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一レイアウト、同日付けであった。このように、口頭注意以後も、

管理職の関与なしには考えられない集団脱退表明が行われているの

であるから、会は、管理職らの脱退勧奨について責任を負わねばな

らないものである。 

オ 役員選挙に対する干渉 

  前記第１の２の⑾並びに７の⑴、⑵のイ及び⑶のアで認定したとお

り、ｉ参事はｐ次長及びｂ次長に組合役員選挙への立候補を勧めてい

る。また、ｐ次長及び同時に立候補したＳ課長は、いずれも現執行部

批判を掲げており、ａ課長は、この２名への投票を勧める発言をして

いる。 

  平成８年４月以降、組合では、Ｈ書記に加えてＡ委員長も専従者と

なり、執行部の体制が整備されていたことを考えると、「いまの組合

をなんとかしてもらいたい。」とのｉ参事発言からは、このような状

況に会が危機感を抱いていたことが窺われ、会には、組合執行部に現

執行部への対抗勢力を送り込もうとの意図があったと推認せざるを得

ない。 

  なお、申立人はｑ婦長は被申立人の指示を受けて特定の候補を支援

したと主張する。前記第１の７の⑶のイで認定したとおり、同婦長は、

ｐ次長及びＳ課長への投票を勧める作成者不明の文書を配布している。

しかし、同文書の配布は、ｑ婦長個人の意思によるものとも考えられ、

このことのみをもって被申立人からなんらかの指示があったとは判断

できない。 

カ 教宣活動に関する総婦長らの干渉 

(ｱ) 総婦長らの発言 

  前記第１の９の⑴及び⑵で認定したとおり、平成７年12月６日、

ｒ総婦長はアンケートの件で、ｏ副委員長、さらに相模原支部看護

委員会の正副委員長を呼び出し、事情を聴取したこと、また、平成

８年３月14日、ｓ総婦長は、「看護委だより」の記事に関して、看

護委員らに「こんな低劣なことしかしていないのですか。」などと

発言し、執筆者、出席者等の名前を明かすよう求めたことが認めら

れる。いずれの場合も、総婦長の発言は、機関紙の内容に止まらず、

看護委員会の活動そのものに向けられたものと解される。前記イの

(ｱ)のａのとおり、看護委員会が活動を開始したことが、労使対立

の遠因となったことを考えると、総婦長らには、看護委員会への嫌

悪があり、活動を牽制しようとの意図があったと考えられる。 

  次に、前記第１の９の⑶で認定したとおり、平成８年３月18日、

Ｆ副総婦長は、「神厚労ニュース」の記事に関して、Ａ委員長に謝

罪を要求したことが認められる。この記事には、「話し手の意図は

別のところにあったのでしょうが」とあり、研修を批判するもので

ないことは明らかであるにもかかわらず、Ｆ副総婦長が謝罪要求を
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したのは、組合が教宣活動を通じて会や病院上層部を批判すること

への嫌悪があったと解される。 

(ｲ) 伊勢原病院・ｔ婦長の発言 

  前記第１の９の⑷で認定したとおり、平成９年４月18日、ｔ婦長

は、ｕ看護婦に「みんなを扇動して」、「組合の新聞は嘘が多い」等

発言したことが認められる。 

  上記発言の時点では、４週８休制導入については、労使の合意が

成立しておらず、あっせんが進行中だったのであるから、ｔ婦長が

決定事項であるかの如く伝達したことにｕ看護婦が反論したのには、

理由があったと言うべきである。それにもかかわらず、ｔ婦長が上

記の発言をしたのは、ｕ看護婦が会と対立する見解を公表すること

を抑圧しようとの意図によるものと推認せざるを得ない。 

(ｳ) 伊勢原病院・ｘ婦長の発言 

  前記第１の９の⑸で認定したとおり、平成10年４月11日、ｘ婦長

はｗ准看護婦に、「あの文章を見て、総婦長もとてもあきれていた

わ。」などと述べたことが認められる。 

  ｘ婦長が勤務割りに苦慮していたことは推察されるが、組合に抗

議するのではなく、執筆者個人を呼び出したことは、上司の地位を

利用して、部下が機関紙活動に携わることを威圧したものと言わざ

るを得ない。また、ｘ婦長の発言は、看護委員会におけるｗ准看護

婦の発言を前提にしており、背景には、前記(ｱ)のとおり、総婦長

らの看護委員会への嫌悪感があったと推認せざるを得ない。 

  以上から、会は、組合に看護委員会が設けられて以来、看護婦が

活発な組合活動を行うことを嫌悪していたものであり、上記のｔ婦

長、ｘ婦長らの発言は、このような会の意を体して、組合員の活動

を牽制しょうとしたものである。 

⑵ Ｃの配転について 

ア 組合活動に対する会の認識 

  被申立人は、平成８年の組合大会議長を務めたこと以外には、Ｃが

組合活動をしていたこと及び組合役員であったことは知らなかったと

主張するので、以下、検討する。 

(ｱ) 組合活動への関心の有無 

  前記第１の６の⑶及び⑷のアで認定したとおり、Ｌ事務長が大会

議長発言の件でＣと面談したのは平成８年８月14日で、同事務長は、

「神厚労ニュース」に大会の記事が載る３日前に発言内容を承知し

ていたことから見て、Ｃが大会議長を務めたことには、関心を抱い

ていたことが窺われる。 

  次に、前記第１の３の⑸のアの(ｵ)で認定したとおり、平成８年

８月21日、Ｔ事務長はＲ主任と面談した際、Ｃについて、「最近、

組合活動をだいぶ熱心にやっているようだ」と発言しており、勤務
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地を異にするにもかかわらず、Ｃの組合活動の内容を承知している

ことが窺われる。 

  以上から、組合大会議長を務めて以来、会は、Ｃの組合活動には、

関心を抱いていたと推認される。 

(ｲ) 組合役員であることについての認識 

  前記第１の６の⑸のイで認定したとおり、Ｃの専門委員就任は、

会には文書通知されておらず、また、Ｃは本件配転の内示以前、団

体交渉等に出席したことはなかった。 

  しかし、申立人のように1,000名を超す組合員を擁する大規模労

働組合で大会議長を務めたことは、組合内で相当の地位にあること

を意味するものであり、しかも、前記第１の３の⑸で認定したとお

り、平成８年の組合大会は、チェック・オフ中止を巡って労使対立

のあった直後に開催されており、このような時期に大会議長を務め

た者に対しては、使用者は、有力な活動家として注目するのが一般

である。また、使用者は、自ら組合情報の収集が可能なのであるか

ら、通知がなかったからといって、そのことのみをもって役員就任

を知らなかったとは言えない。 

  前記第１の６の⑸のウ及びエで認定したとおり、「神厚労ニュー

ス」には、Ｃの専門委員等就任の記事が掲載され、その直後、伊勢

原病院長はＣに声を掛けている。また、Ｌ事務長とＣには長年の付

合いのあることをも併せて考えると、少なくとも、伊勢原病院内で

は、Ｃの専門委員就任は上層部にも認識されていたと見ざるを得な

い。 

  次に、「神厚労ニュース」は組合員に配布されるだけでなく、伊

勢原病院では事務長、役員室等にも配布されており、Ｄ常務は「よ

く見てますよ。」と発言している。本件審問において、Ｊ部長は、

組合の情報は第一に病院の事務長や総務課長らから得るが、総務課

長らは「神厚労ニュース」を情報源とすることが多い旨を証言して

いる。また、病院では、本所へ「神厚労ニュース」のコピーを送付

する取扱いとしている。以上から、会が「神厚労ニュース」を組合

に関する有力な情報源と位置付けていることが窺われる。 

  Ｃが専門委員に就任した平成８年11月当時は、前記第１の３の⑸

及び⑹で認定したとおり、同年９月までチェック・オフ中止をめぐ

って労使対立があり、以後も、従来からの懸案であった組合員の範

囲等に関して団体交渉が行われており、使用者が組合の情報を最も

必要としている時期にあたる。これに加えて、前記(ｱ)のとおり、

会は、同年８月の組合大会以来、Ｃの組合活動に注目していたこと

を考えると、専門委員就任の情報を見落としていたとは考え難い。 

  さらに、前記第ｌの６の⑺及び⑻のアで認定したとおり、Ｃは、

平成９年３月６日、ｉ参事に組合役員をしているので異動させない
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でほしい旨を述べている。当時、会は平成９年の定期異動案を検討

中であり、Ｃの要望は、同人の組合活動を会に再確認させるものだ

ったと考えられる。 

(ｳ) 脱退勧奨の通報についての認識 

  前記第１の３の⑸のアの(ｲ)及び(ｵ)で認定したとおり、平成８年

８月21日、Ｔ事務長からは、Ｃについて、「体を張って対抗する」、

「牙を剥き出しにしても闘う」などの発言があった。この時期、相

模原病院ではＴ事務長の主導による脱退勧奨が行われており、この

ことを組合に通報したのがＣであったことから見て、上記の発言か

らは、Ｔ事務長は、Ｃを脱退勧奨を告発した人物とみなして、相当

の敵意を抱いていたことが推認される。 

(ｴ）その他の活動についての認識 

  前記第ｌの６の⑵及び⑹で認定したとおり、Ｃは、検査や給食の

外注化に反対意見を述べたことがあり、また、半日直勤務に時間外

勤務手当を支給するよう措置していた。 

  これらは、組合活動というより、薬局長の職務の中で行われた面

が強いと考えられる。しかし、Ｌ事務長は、Ｃに、組合が給食の外

注化に反対していることを挙げて、「組合なんか、そのうちどうな

るかわからないよ。」と発言しており、同人が外注化に反対してい

たことを組合活動との結びつきでとらえていることが窺われる。ま

た、半日直勤務への時間外勤務手当支給に関するＪ部長やＴ事務長

の発言は、団体交渉の席で組合役員らになされたものであることを

考えると、当時、会は、Ｃを管理職でありながら組合側に立つ人物

と認識していたと考えられる。 

  以上から、会は、Ｃの組合活動については、大会議長を務めて以

来、関心を抱いており、同人が組合活動を行っており、専門委員だ

ったことを認識しており、さらに、Ｔ事務長、Ｌ事務長、Ｊ部長ら

には、Ｃが脱退勧奨を組合に通報し、組合寄りの態度をとる人物で

あるとの認識があったと推認される。 

イ 組合活動への影響 

  被申立人は、本件配転により、組合活動に支障は生じていないと主

張するので、以下、検討する。 

(ｱ) 組合活動の機会 

  前記第ｌの６の⒀のアで認定したとおり、資材部には、組合員は

他におらず、近接する厚木支部の組合員も平成10年８月現在10名で、

伊勢原病院当時と比べ、組合員と接触する機会は減じたというべき

である。確かに、Ｃは、曜日を定めて両病院に出張しているが、こ

の場合も、組合活動は時間に余裕があれば可能というに過ぎず、ま

た、出張は使用者が必要を認めない限り命じられないのであるから、

これをもって組合活動の機会が保障されているとは言えない。むし
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ろ、ｉ参事からは、 出張は週１回程度とするよう意見が出ており、

活動の機会は、不安定となったと言うべきである。 

  また、前記第１の６の⑻のイ、⑾及び⒀のイで認定したとおり、

本件配転後も、Ｃは組合員資格を継続しているが、このことは、組

合が前年の厚木支部長の例を挙げて申し入れた結果と考えられる。

むしろ、前年には、支部長を務める執行委員であっても、組合は非

組合員に応じていたことから見て、会には、Ｃについても、非組合

員化されることが意識されていたと推認される。 

  前記第１の６の⑵及び⑸のアで認定したとおり、Ｃは、昭和50年

代に役員を務めたことがあり、脱退表明した婦長らの説得に当たっ

たこと、伊勢原支部の特別執行委員・相談役という職が同人のため

に特に設けられた職であることから見て、同人の専門委員就任は、

組合員や組合役員らの相談相手としての役割を期待されてのものと

考えられる。所属長の非組合員化が進んだことにより、経験豊富な

組合員が少なくなっていく中で、Ｃの存在は、組合にとっては、内

部の動揺を抑える上で、一定の役割を果たしていたと考えられるに

もかかわらず、本件配転により、Ｃは病院の現場から切り離され、

更には非組合員とされる可能性もあったものである。 

(ｲ) 組合役員配転の取扱いへの影響 

  前記第ｌの６の⑻のイで認定したとおり、役員の配転は事前通知

する取扱いとなっていたにもかかわらず、会は本件配転を組合に通

知しなかった。前記アのとおり、会は、Ｃの専門委員就任を承知し

ていたと考えられるのであるから、就任の通知がなかったことを奇

貨として、組合に本件配転を秘匿していたとも見られる。このよう

な措置は、組合役員の配転に関する従前の取扱いに反するものと言

わざるを得ない。 

(ｳ) 他組合員への影響 

  前記第１の６の⑴、⑼のア及び⑿で認定したとおり、Ｃは伊勢原

病院薬局長当時は23名の部下を有していたが、資材課での部下は１

名である。部下の人数は必ずしも役職の格付けと比例するものでは

ないが、これまで薬局長から資材部への異動者は、２名とも部長に

昇格しての異動であった。これを一般組合員の視点で見るなら、本

件配転は、同格職への異動とはいえ、前任者との比較では降格と意

識されるものである。薬局長でありながら組合活動に熱心だったＣ

が、降格人事ともいうべきかたちで配転となった事実を目前にすれ

ば、他の組合員にとって、今後の組合活動は萎縮したものとならざ

るを得ない。前年以来、所属長の非組合員化が進行している中で、

本件配転は、一般組合員、ことに管理職である組合員には、組合の

側に立てば不利になるとの不安を抱かせるものであったと解される。 

  以上から、組合にとって、本件配転は、Ｃの活動の機会を制約され
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たのみでなく、同人が非組合員とされる可能性もあったのであり、組

合役員の配転に関する従前の取扱いにも反していた。また、他の組合

員に与えた心理的影響も無視できず、組合活動に支障は生じていない

との被申立人の主張には理由がない。 

ウ 正当事由の存否 

  被申立人は、本件配転は、諸般の事情を勘案した適正な人事権の行

使であったと主張するので、以下、検討する。 

  前記第１の６の⑻のア、⑼及び⑽で認定したとおり、Ｃの主たる業

務である薬価交渉については、いわゆる薬価差益が存在し、その成果

は会の損益に直結するものであるから、会には、薬品の専門的知識を

もつ人物を資材部に配置する必要があったと認められる。また、歴代

の資材（薬剤）部長はいずれも薬局長経験者という先例からすると、

２名の薬局長のうち年長者で、勤続年数も長いＣを資材課長に異動さ

せたことには、一応の根拠があったと言うべきである。 

  しかし、本件配転当時の状況を考えると、薬価交渉は、８割以上の

品目については、文化連に委託されており、以後も品目の拡大が予定

されていた。また、院外処方箋の導入や薬価制度の見直しにより、平

成12年前後には、薬価差益の減少、更には消減も予想されていたので

あり、資材部の業務は縮小過程にあったと言わざるを得ない。 

  また、本件審問において、Ｊ部長は、本件配転以前から、両病院と

も、薬剤師には少なくとも３名程度の欠員がある旨を保健所から指摘

されていた旨証言している。本件配転時よりも文化連への委託が少な

く、しかも１人勤務であった昭和63年４月から平成２年３月にかけて

さえ、Ｉ部長は相模原病院薬局長を兼務しながら薬価交渉にあたって

いた例があることを考えると、公的機関の検査により欠員が問題とさ

れている状況で、あえて業務縮小中の資材部に専任の薬剤師を１名配

置する必然性があったかは疑わしい。 

エ 本件配転の要因 

  本件配転の前年（平成８年）６月以降、婦長、事務系職員らが次々

と脱退表明していく中で、こうした動きに抗するように、管理職であ

りながら大会議長を務め、脱退勧奨を告発し、日常の業務においても

組合寄りの姿勢をとるＣの行動は、周囲の注目を集めるものであり、

また、所属長の非組合員化という会の意向とは正面から対立するもの

であった。このような状況を受けて、会は次第に同人を要注意人物と

意識し、嫌悪するようになり、20名を超す部下に影響力をもつ薬局長

の地位に置き、また、病院で多数の組合員と接触させることを問題視

していたと解される。 

  本件配転に相当の必要性があったことは、前記ウのとおりであるが、

このような事情を考慮しても、会がＣを嫌悪していたことの重大性は

無視し得ないのであって、本件配転は、資材課長が欠員となったこと
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を好機として、同人を現場から切り離すことを意図して行われたもの

と推認せざるを得ない。 

⑶ 不当労働行為の成否について 

  以上から、会は、組合に対しては、平成元年以降、看護委員会を中心

に活動が活発化したことから、次第に警戒を深め、また、全員加入の慣

行により、所属長が組合員であることを懸念していた。そこで、婦長ら

には組合費などへの不満があり、組合には専従者の人件費が負担となっ

ていたことに着目して、平成８年６月以降、組合員らにチェック・オフ

中止依頼書の提出を指示し、平成９年には、脱退表明者らに組合費返還

要求文書を提出させ、組合費返還請求訴訟を支援し、さらに、脱退表明

者の組合費相当額のプールを開始した。このような動きと並行して、平

成８年６月以降、相模原病院ではＴ事務長の主導により組織的な脱退勧

奨の動きが始まり、さらに両病院検査室の集団脱退表明へと発展した。

以上は、組合に財政上の不安を与えるとともに、組合員に脱退を促し、

全員加入の慣行を変容させることを意図したものと推認される。 

  また、会は、上記の会の意図に抗し、脱退勧奨を告発したＣを現場か

ら切り離すことを目的として、本件配転を行った。 

  一方では、会は、組合役員選挙を通じて、組合の執行部に現執行部へ

の対抗勢力を送り込む企てを行い、教宣活動においても、組合員の活動

を抑圧しようとしたものである。 

  これらの行為は、いずれも被申立人が申立人組合の運営を支配し、介

入するためになされた一連の行為の一環として行われたもので、労働組

合法第７条第３号に該当する不当労働行為である。 

⑷ その他の不当労働行為を構成する事実の主張について 

ア 第二組合の結成について 

  申立人は、被申立人はｐ次長ら管理職をして第二組合を結成させよ

うとしていると主張するので、以下、検討する。 

  前記第１の７の⑷で認定したとおり、「労働組合関連諸問題について」

と題する文書には、第二組合の結成が可能である旨の記載があった。

しかし、上記文書は、作成者やｐ次長に渡った経路が明らかでなく、

しかも、第二組合の結成には、「とるべき手段ではないと思います。」

等の記載があることから見て、被申立人がｐ次長の第二組合結成を援

助するために渡したものとまでいうことはできない。 

  また、前記第ｌの８の⑹のエで認定したとおり、Ｙ職員はｐ次長や

ｑ婦長らが第二組合結成を計画している旨発言している。しかし、こ

のことからは、管理職らを中心に第二組合結成が一つの可能性として

話し合われていることは窺われるものの、被申立人の指示又は援助に

よるものかは明らかでない。 

  以上から、被申立人が管理職らをして第二組合を結成させていると

までは認められないものである。 
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イ 平成９年春闘行動について 

  申立人は、被申立人は、平成９年の春闘行動において、組織的な抑

圧を加え、特に相模原病院の対応は異常であったと主張するので、以

下、検討する。 

(ｱ) 門前集会等の禁止について 

  申立人は被申立人が門前集会、白衣等貸与物の着用を禁止したこ

とを問題にしているが、前記第１の８の⑵で認定したとおり、被申

立人の対応は文書による申し入れに止まっており、格別威圧的なも

のであったとは解されない。 

(ｲ) 職員宛文書の掲示等について 

  申立人は173号文書の掲示、Ｔ事務長の「170号文書は生きている

んだからな。」との発言等が威圧的であったと主張する。しかし、

前記第１の８の⑵、⑶及び⑷で認定したとおり、170号文書は内容

を門前集会に限定したもので、次に送付された172号文書が組合か

らの行動予定通告に対応したものであるから両者は性格を異にし、

170号文書は172号文書により変更されたとの解釈には理由がない。

また、173号文書は、組合への要望を再確認したに止まり、格別威

圧的なものとは解されない。 

(ｳ) デモ隊列の撮影について 

  申立人は、Ｙ職員によるビデオ・写真撮影は、デモ行進を抑圧す

るものであると主張する。前記第１の８の⑹で認定したとおり、Ｙ職

員は撮影は自己の趣味である旨の文書を会に提出しているが、退勤

後の職員が駅前でビデオ撮影をした後、病院に戻って写真撮影をし

ていたというのは、いかにも不自然である。その上、写真撮影は会

の施設内において、ａ課長ら管理職が配置されている場所で行われ

ていること、前記⑴のエの(ｳ)のｃのとおり、Ｙ職員はＴ事務長に

主導された脱退勧奨グループの一員であることを考えると、Ｙ職員

の行為は同病院上層部の指示によるものと推認される。しかし、当

日の状況は、至近距離で行うなどの威圧的、嫌がらせ的なものでは

なかったと解される。 

  以上から、平成９年春闘行動における被申立人の対応は、デモ隊列

の撮影をＹ職員個人の趣味として処理した点に疑問は残るものの、全

体としては、管理者に認められる権限行使の範囲を超えるものではな

かったと考えられる。 

４ 相模原支部における団体交渉について 

⑴ 専従者不出席の慣行について 

  被申立人は、相模原病院においては、支部交渉に専従者は出席しない

との慣行があったと主張するので、以下、検討する。 

  前記第１の10の⑴並びに⑶のイ及びウで認定したとおり、Ｔ事務長が

支部交渉に専従者の出席した例はない旨の発言をした平成９年３月３日
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以前、Ａ委員長及びＨ書記が支部交渉に出席したことはなかった。 

  しかし、Ｈ書記以前、組合に専従者が置かれたことはなく、組合が今

後は専従者が団体交渉に出席することを会に通告したのは平成３年３月

30日で、それ以後、上記Ｔ事務長発言まで、１年足らずの間に、専従者

不出席の慣行が成立していたと見ることはできない。この間に、労使間

で専従者の支部交渉出席が話し合われた形跡はなく、かえって、組合は、

平成８年８月、専従者の支部交渉出席を申し合わせているのであるから、

支部交渉に専従者が出席しなかったのは、組合が必要を認めなかった結

果に過ぎず、Ｔ事務長が専従者不出席の慣行を唱えたのには、別に理由

があったと考えられる。 

  前記第１の10の⑵で認定したとおり、Ｈ書記については、他病院の労

働組合で委員長の経験があること、Ｔ事務長から「専従に入って組合が

強化された。」、「組織を潰したなってことが勲章になっていく人たち」な

どの発言があったことが認められ、Ｔ事務長は、組合活動経験豊富なＨ

書記が支部交渉に出席すれば不利になるとの判断から、それまで専従者

の出席がなかったことに着目して、専従者不出席の慣行なるものを主張

したのであって、存在しない慣行を根拠に組合側の出席者に制約を加え

ることは、団体交渉権を無視するものと言わざるを得ない。 

⑵ ｚ配転問題・外注化問題への対応について 

  被申立人は、団体交渉には誠実に対応しており、本部交渉において、

ｚ配転問題は解決し、外注化問題は話合いが続いていると主張する。し

かし、申立人が問題にしているのは、支部交渉への対応なのであるから、

以下、その内容を検討する。 

ア ｚ配転問題 

  前記第１の10の⑶及び⑹で認定したとおり、組合は平成９年２月18

日から同年３月22日にかけて、再三にわたり、支部交渉を申し込んで

おり、このうち３月３日、同月６日及び同月11日には専従者の出席を

申し入れているが、Ｔ事務長は一貫してこれを拒んでいる。同月24日、

Ｔ事務長から「こういう形で終わらせていただくことになる可能性が

高い」との発言があり、同月28日、ｚに最終的な通告が行われている

ことから見て、会は、支部交渉の進行に関わりなく、予定どおり同年

４月１日をもって異動を実行する意思であったと解される。 

イ 外注化問題 

  前記第１の10の⑷のイで認定したとおり、同年４月からの外注化実

施を前にした平成９年３月８日、相模原支部が支部交渉を申し込み、

併せて専従者の出席を求めた際、Ｔ事務長は「職員でない専従とは話

し合うつもりはない。」と発言しており、ここでも専従者の出席は拒

否されている。以上から、ｚ配転問題、外注化問題とも、本部交渉へ

の移行は、時間切れを目前にして、Ｔ事務長が専従者の出席を拒否し

続けたことに起因しており、専従者の出席を理由に支部交渉を拒否し
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ているという実態は変わらないものである。 

⑶ 不当労働行為の成否について 

  支部交渉における会の対応は、組合側の団体交渉出席メンバーに制約

を加えることにより、組合を不利な状況に置き、もって支部交渉の形骸

化を意図したものと推認せざるを得ず、正当な理由を欠く団体交渉拒否

にあたり、労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為というべき

である。 

５ 救済の方法について 

⑴ 支配介入について 

  会が、組合に対し、組合費のチェック・オフを手段として支配介入を

行ったこと、脱退を勧奨し、役員選挙や教宣活動に干渉するなどの支配

介入を行ったことは前記３の⑴及び⑶において判断したところである。

会の一連の行為を見ると、それぞれを別個の偶発的な行為ということは

できず、会は、これらの行為を相互に関連付けながら、巧妙な支配介入

を企てたと言うべきである。また、これらの行為は、本件申立て以後も

引き続き行われており、今後も同様の行為が繰り返されるおそれなしと

しない。以上から、主文第１項及び第４項のとおり命ずることとする。 

⑵ Ｃの配転について 

  会がＣを資材課長に配転したことが、組合に対する支配介入にあたる

ことは前記３の⑵及び⑶において判断したところである。本件配転はな

かったものとして取り扱われるべきものであるから、主文第２項及び第

４項のとおり命ずることとする。 

⑶ 団体交渉拒否について 

  会が相模原支部における団体交渉を専従者が出席することを理由に拒

否したことが団体交渉拒否に当たることは、前記４において判断したと

ころである。この団体交渉拒否は、本件申立て以後、結審時においても

引き続いており、今後も同様の行為が繰り返されるおそれなしとしない

ことから、主文第３項及び第４項のとおり命ずることとする。 

 よって、労働組合法第27条及び労働委員会規則第43条の規定を適用し、主

文のとおり命令する。 

 

 平成11年５月25日 

     神奈川県地方労働委員会 

      会長 榎本 勝則  ㊞ 


